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 平成１９年度常総市一般会計及び特別会計歳入歳出決算 

審査意見について 

 

 

 地方自治法第２３３条第２項の規定に基づき，審査に付された，平成１９年

度常総市一般会計及び特別会計決算について審査したので，次のとおり意見書

を提出する。 
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平成１９年度常総市各会計歳入歳出決算及び基金の運用状況審査意見 

 
 

第１ 審査の対象 

 この審査は，平成１９年度の決算及び基金の運用状況を，地方自治法第２３３条第２項の規定

に基づき，常総市長から常総市監査委員の審査に付されたものである。 

 

  （１）平成１９年度常総市歳入歳出決算書 

      一般会計歳入歳出決算 

国民健康保険特別会計決算 

      老人保健特別会計決算 

      介護保険特別会計決算 

      介護サービス事業特別会計 

公共下水道事業特別会計決算 

      大生郷特定公共下水道事業特別会計決算 

      農業集落排水事業特別会計決算 

      自動車学校事業特別会計決算 

 

  （２）政令で定める書類 

      各会計歳入歳出決算事項別明細書 

      実質収支に関する調書 

      財産に関する調書 

 

  （３）基金の運用状況調書 

      用品調達基金 

      土地開発基金 

      収入証紙購入基金 

      文化・スポーツ振興基金 

      奨学資金貸付基金 

 

 

第２ 審査の期間 

   平成２０年７月１５日から平成２０年８月１８日まで 

 

 

第３ 審査の方法 

審査にあたっては，各会計歳入歳出決算書，その他政令で定める書類及び基金の運用状況調書

等について関係諸帳簿と照合し，決算計数の正確性を精査するとともに，関係職員から説明を求

めた。 

また，既に実施した定期監査及び例月出納検査の結果を参考にし，決算計数の正確性，予算執

行状況の適否等について審査を行った。  

基金の運用状況については，その計数が正確であるか，また，基金が適正に運用されているか

を主眼として実施した。 

   なお，末尾に参考資料を添付してあるので，参考に供されたい。 

 

 

第４ 審査の結果 

   平成１９年度常総市各会計歳入歳出決算書，及びその他政令で定める書類等と歳入・歳出伝票

及び証書類等を照合した結果，計数はいずれも正確であると認められた。また，基金運用状況調

書についても，計数が正確であると認められた。 
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第５ 審査の概要及び意見  

 

１ 各会計の総括 

 

各会計の決算額については，次表のとおりである。 

 
（単位　円）

21,546,470,788 20,844,751,904 701,718,884

国民健康保険 7,459,381,097 7,208,643,043 250,738,054

老人保健 5,363,245,735 5,300,356,941 62,888,794

介護保険 3,056,456,164 3,006,795,993 49,660,171

介護サービス事業 1,119,500 1,006,250 113,250

公共下水道事業 1,420,050,539 1,395,647,289 24,403,250

大生郷特定
公共下水道事業

335,845,928 326,067,730 9,778,198

農業集落排水事業 282,963,297 278,222,967 4,740,330

自動車学校事業 145,468,957 145,460,845 8,112

小　計 18,064,531,217 17,662,201,058 402,330,159

39,611,002,005 38,506,952,962 1,104,049,043

歳入決算額 歳出決算額
歳入歳出
差 引 額

合　計

　一　般　会　計

特
　
別
　
会
　
計

区　分

 
 

 

平成１９年度常総市各会計決算を総括すると，歳入決算額は３９,６１１,００２,００５円（一般

会計２１,５４６,４７０,７８８円，特別会計１８,０６４,５３１,２１７円），歳出決算額は３８,５０

６,９５２,９６２円（一般会計２０,８４４,７５１,９０４円，特別会計１７,６６２,２０１,０５８円）

で，歳入決算額から歳出決算額を差し引いた額は１,１０４,０４９,０４３円（一般会計７０１,７１

８,８８４円，特別会計４０２,３３０,１５９円）である。 
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各会計の歳入・歳出の執行については，次表のとおりである。 

 

対予算 対調定

22,245,251,000 23,557,302,495 21,546,470,788 155,783,844 96.9 91.5

国民健康保険 7,359,322,000 8,601,793,378 7,459,381,097 103,818,441 101.4 86.7

老人保健 5,571,471,000 5,363,245,735 5,363,245,735 0 96.3 100.0

介護保険 3,072,337,000 3,073,782,839 3,056,456,164 2,319,950 99.5 99.4

介護サービス 1,188,000 1,119,500 1,119,500 0 94.2 100.0

公共下水道 1,501,423,000 1,527,515,706 1,420,050,539 0 94.6 93.0

大生郷特定
公共下水道

370,546,000 345,618,045 335,845,928 372,117 90.6 97.2

農業集落排水 279,346,000 287,450,099 282,963,297 0 101.3 98.4

自動車学校 155,075,000 145,468,957 145,468,957 0 93.8 100.0

小　計 18,310,708,000 19,345,994,259 18,064,531,217 106,510,508 98.7 93.4

40,555,959,000 42,903,296,754 39,611,002,005 262,294,352 97.7 92.3

22,245,251,000 20,844,751,904 916,586,000 483,913,096 93.7

国民健康保険 7,359,322,000 7,208,643,043 0 150,678,957 98.0

老人保健 5,571,471,000 5,300,356,941 0 271,114,059 95.1

介護保険 3,072,337,000 3,006,795,993 0 65,541,007 97.9

介護サービス 1,188,000 1,006,250 0 181,750 84.7

公共下水道 1,501,423,000 1,395,647,289 91,275,000 14,500,711 93.0

大生郷特定
公共下水道

370,546,000 326,067,730 15,300,000 29,178,270 88.0

農業集落排水 279,346,000 278,222,967 0 1,123,033 99.6

自動車学校 155,075,000 145,460,845 0 9,614,155 93.8

小　計 18,310,708,000 17,662,201,058 106,575,000 541,931,942 96.5

40,555,959,000 38,506,952,962 1,023,161,000 1,025,845,038 94.9

402,330,159

1,104,049,043

24,403,250

9,778,198

4,740,330

8,112

701,718,884

250,738,054

62,888,794

49,660,171

（単位　円）

項　目
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額

収入率（％）

107,465,167

9,400,000

【会計別歳入歳出決算状況】

【歳　入】

合　　計 3,030,000,397

会　計

　一般会計 1,855,047,863

特
　
別
　
会
　
計

1,038,593,840

0

15,006,725

0

（単位　円）

4,486,802

0

1,174,952,534

【歳　出】

項　目
予算現額 支出済額 収入済額－支出済額

113,250

合　　計

会　計

　一般会計

特
　
別
　
会
　
計

翌年度繰越額 不用額 執行率（％）

 
  歳入については，不納欠損額が，一般会計１５５,７８３,８４４円，特別会計１０６,５１０,５０８

円で，合計２６２,２９４,３５２円である。収入未済額は，一般会計１,８５５,０４７,８６３円，特

別会計１,１７４,９５２,５３４円で，合計３,０３０,０００,３９７円である。 

収入率は，一般会計が予算に対し９６.９％，調定に対し９１.５％，特別会計が予算に対し９８.７％，

調定に対し９３.４％である。 

歳出については，一般会計９３.７％，特別会計９６.５％の執行率である。 

翌年度繰越額は，一般会計９１６,５８６,０００円，特別会計１０６,５７５,０００円で，合計１,

０２３,１６１,０００円である。 
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 ２ 一  般  会  計 

    

平成１９年度一般会計歳入支出予算については，当初予算に歳入歳出それぞれ２１,５８０,０００,

０００円 を計上し，補正予算において ２０３,７９３,０００円を減額し，議決予算額は２１,３７６,

２０７,０００円となった。これに継続費及び繰越事業費繰越財源充当額８６９,０４４,０００円を加

えた歳入歳出予算現額は，それぞれ２２,２４５,２５１,０００円であり，前年度と比較すると２９９,

０１４,０００円（１.４％）の増となっている。 

   歳入決算額は２１,５４６,４７０,７８８円で，予算現額に対する収入率は９６.９％となり，調定額

２３,５５７,３０２,４９５円に対する収入率は９１.５％であり，歳入決算額を前年度と比較すると２

００,７５７,０１８円（０.９％）の増となっている。 

   歳出決算額は２０,８４４,７５１,９０４円で，予算現額に対する執行率は９３.７％であり，翌年度

へ９１６,５８６,０００円の事業繰り越しをし，不用額は４８３,９１３,０９６円であり，歳出決算額

を前年度と比較すると８０,９９６,８０７円（０.４％）の増となっている。 

   歳入歳出差引額は７０１,７１８,８８４円で，翌年度への事業繰り越しに係る財源として６５,２２

７,０００円を２０年度へ繰り越しているため，本年度の実質収支額は６３６,４９１,８８４円となっ

ている。 

 

（決算収支状況の前年度比較） 

平 成 １ ９ 年 度 平 成 １ ８ 年 度 差 引 増 減 　増減率

　　　　　　　　　 　　A 　　　　　　　　　 　　B 　　(A-B)　　    　　C　        C/B

円 円 円 ％

22,245,251,000 21,946,237,000 299,014,000 1.4

歳 入 決 算 額 ② 21,546,470,788 21,345,713,770 200,757,018 0.9

歳 出 決 算 額 ③ 20,844,751,904 20,763,755,097 80,996,807 0.4

歳 入 歳 出 差 引 額 ④

         （②ー③）

翌 年 度 繰 越 財 源 ⑤ 65,227,000 63,852,000 1,375,000 2.2

実 質 収 支 ⑥
         （④ー⑤）

636,491,884

20.6

518,106,673 118,385,211 22.8

区　　　　　分

歳入歳出予算現額 ①

581,958,673 119,760,211701,718,884

 
 

（決算規模の前年度比較） 

歳 入 歳 出

　　金　　　　　　　額 　指　　数 　　金　　　　　　　額 　指　　数 差 引 額
円 円 円

21,546,470,788 100.9 20,844,751,904 100.4 701,718,884

１ ８ 年 度 21,345,713,770 100.0 20,763,755,097 100.0 581,958,673

差 引 増 減 200,757,018 0.9 80,996,807 0.4 119,760,211

区　　　分

１ ９ 年 度

歳  入  決  算  額 歳  出  決  算  額

  
   

決算収支の対前年度比較及び決算規模の推移は前表のとおりである。 

平成１８年度を１００.０とする指数については，歳入決算額が１００.９ポイント，歳出決算額が

１００.４ポイントとなっている。 
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（１） 歳 入 

  収入の主なものは，市税が１０,４９１,１８２,５１４円で，その他１０億円以上の収入は，地方

交付税２,７７１,６１９,０００円，市債１,７５７,８００,０００円，国庫支出金２,０９６,７２７,

１６７円である。不納欠損額１５５,７８３,８４４円の主なものは，市税の１５５,３５０,９４４円

である。 

 

  なお，款別の収入済額等については，次表のとおりである。 

（単位　円）

1 市税 10,373,043,000 11,588,121,007 10,491,182,514 155,350,944 941,587,549

2 地方譲与税 475,000,000 491,297,000 491,297,000 0 0

3 利子割交付金 30,000,000 32,247,000 32,247,000 0 0

４ 配当割交付金 23,000,000 33,358,000 33,358,000 0 0

５ 株式等譲渡
   所得割交付金

28,000,000 17,968,000 17,968,000 0 0

６ 地方消費税
   交付金

674,000,000 681,152,000 681,152,000 0 0

７ ゴルフ場利用
   税交付金

41,000,000 42,244,864 42,244,864 0 0

８ 自動車取得
   税交付金

215,000,000 213,258,000 213,258,000 0 0

９ 地方特例交付金 73,129,000 73,129,000 73,129,000 0 0

１０ 地方交付税 2,542,391,000 2,771,619,000 2,771,619,000 0 0

１１ 交通安全対
     策特別交付金

13,000,000 13,307,000 13,307,000 0 0

１２ 分担金及び
     負担金

326,247,000 311,913,812 295,302,552 0 16,611,260

１３ 使用料及び
     手数料

276,574,000 288,504,975 276,898,335 293,600 11,313,040

１４ 国庫支出金 2,492,499,000 2,430,027,167 2,096,727,167 0 333,300,000

１５ 県支出金 1,078,653,000 1,044,358,897 1,044,358,897 0 0

１６ 財産収入 131,563,000 137,432,000 137,432,000 0 0

１７ 寄附金 571,000 1,770,000 1,770,000 0 0

１８ 繰入金 10,010,000 9,765,246 9,765,246 0 0

１９ 繰越金 581,958,000 581,958,673 581,958,673 0 0

２０ 諸収入 425,513,000 525,470,854 483,695,540 139,300 41,636,014

２１ 市債 2,434,100,000 2,268,400,000 1,757,800,000 0 510,600,000

合　　　計 22,245,251,000 23,557,302,495 21,546,470,788 155,783,844 1,855,047,863

不　 納
欠損額

収入未済額区　　　分 予算現額 調定額 収入済額
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第１款 市税 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
A B C D B-C-D C/A C/B
円 円 円 円 円 % %

10,373,043,000 11,588,121,007 10,491,182,514 155,350,944 941,587,549 101.1 90.5

１８年度 9,391,837,000 10,517,815,627 9,446,231,466 85,908,695 985,675,466 100.6 89.8

差引増減 981,206,000 1,070,305,380 1,044,951,048 69,442,249 △ 44,087,917 0.5 0.7

１９年度

区　　分
収 入 率

 
 

市税は，予算現額１０,３７３,０４３,０００円に対し，１１,５８８,１２１,００７円を調定し，１

０,４９１,１８２,５１４円が収入され，不納欠損額が１５５,３５０,９４４円，収入未済額は９４１,

５８７,５４９円であり，予算現額に対する収入率は，１０１.１％，調定額に対する収入率は９０.５％

となっている。 

収入済額の内訳は，現年課税分が１０,３２９,６９１,７６４円，滞納繰越分が１６１,４９０,７５

０円である。各市税の収入状況については，次表のとおりである。 

 

不 　納 収  入

欠損額 未済額
円 円 円 円 円

現年課税分 3,110,515,000 3,196,629,100 3,060,484,855 1,469,253 134,674,992

滞納繰越分 37,546,000 345,756,963 59,545,235 46,465,332 239,746,396

現年課税分 1,611,661,000 1,730,782,700 1,726,901,700 50,000 3,831,000

滞納繰越分 1,154,000 21,977,043 3,923,500 7,287,500 10,766,043

4,760,876,000 5,295,145,806 4,850,855,290 55,272,085 389,018,431

現年課税分 4,648,386,000 4,756,019,100 4,630,643,474 640,022 124,735,604

滞納繰越分 67,169,000 569,257,502 90,443,269 93,566,585 385,247,648

固有資産等

所在市町村

交付金及び 26,346,000 27,778,100 27,778,100 0 0

納付金

4,741,901,000 5,353,054,702 4,748,864,843 94,206,607 509,983,252

現年課税分 106,221,000 109,550,200 104,002,200 24,400 5,523,600

滞納繰越分 1,999,000 14,153,300 2,847,750 920,000 10,385,550

計 108,220,000 123,703,500 106,849,950 944,400 15,909,150

現年課税分 517,352,000 537,657,109 537,657,109 0 0

滞納繰越分 0 0 0 0 0

計 517,352,000 537,657,109 537,657,109 0 0

現年課税分 239,524,000 248,782,600 242,224,326 33,478 6,524,796

滞納繰越分 5,170,000 29,777,290 4,730,996 4,894,374 20,151,920

計 244,694,000 278,559,890 246,955,322 4,927,852 26,676,716

現年課税分 10,260,005,000 10,607,198,909 10,329,691,764 2,217,153 275,289,992

滞納繰越分 113,038,000 980,922,098 161,490,750 153,133,791 666,297,557

計 10,373,043,000 11,588,121,007 10,491,182,514 155,350,944 941,587,549

市町村たばこ税

都市計画税

合　　　　計

市民税計

市民税

固定資産税

現年課税分

固定資産税

個人

法人

予算現額 調定額 収入済額

軽自動車税

区　　　　　分

固定資産税計

  
 

市税の収入済額は１０,４９１,１８２,５１４円で，前年度より１,０４４,９５１,０４８円（１１.

１％）の増収となっている。〔現年課税分１,００２,９３６,３８６円（１０.８％）の増，滞納繰越分

では４２,０１４,６６２円（３５.２％）増〕 

現年課税分収入の主たるものは，市民税が４,８５０,８５５,２９０円，固定資産税が４,７４８,８

６４,８４３円であり，滞納課税分収入の主たるものは，固定資産税が９０,４４３,２６９円となって

いる。 

 また，調定額に対する収入率は，現年課税分が９７.４％，滞納繰越分が１６.５％で，合計では９

０.５％となっている。 

 不納欠損処分状況は，別表第３のとおりである。 

本年度の市税の不納欠損額は５,７３８件，１５５,３５０,９４４円で，前年度より６９,４４２,２４ 

９円（８０.８％）の増となっている。主なものは，固定資産税９４,２０６,６０７円，個人市民税４ 

７,９３４,５８５円，法人市民税７,３３７,５００円である。これらは，地方税法第１５条の７及び同 
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法第１８条の規定に基づき，合法的に処理されたものであり，その手続きは，適正に執行されたもの 

と認められた。また，これに伴って不納欠損処分した督促手数料は２９３,６００円である。 

   市税は，歳入全体の４８.７％を占めており，歳入の根幹をなすものである。同時に，一般会計の不

納欠損額及び収入未済額の大半を占めるのも市税である。税負担公平の見地からも滞納については十

分な調査を行い，臨戸徴収を行うなど滞納整理に創意工夫と努力を望むものである。 

 

 第２款 地方譲与税 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

475,000,000 491,297,000 491,297,000 0 103.4 100.0

１８年度 986,000,000 997,736,291 997,736,291 0 101.2 100.0

差引増減 △ 511,000,000 △ 506,439,291 △ 506,439,291 0 2.2 0.0

１９年度

区　　分
収 入 率

  
 

地方譲与税は，予算現額４７５,０００,０００円に対し，４９１,２９７,０００円が調定額どおり収

入されており，予算現額に対する収入率は１０３.４％であり，収入済額は，前年度より５０６,４３

９,２９１円（５０.８）％の減収となっている。 

収入済額の内訳は，自動車重量譲与税が３６５,１４８,０００円で，前年度より３,７９０,０００円

（１.０％）の減収，地方道路譲与税が１２６,１４９,０００円で前年度より８１４,０００円（０.６％）

の減収となっている。なお，所得譲与税は，税源移譲により廃止された。 

  

第３款 利子割交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

30,000,000 32,247,000 32,247,000 0 107.5 100.0

１８年度 25,000,000 24,544,000 24,544,000 0 98.2 100.0

差引増減 5,000,000 7,703,000 7,703,000 0 9.3 0.0

１９年度

区　　分
収 入 率

  
 

利子割交付金は，予算現額３０,０００,０００円に対し，３２,２４７,０００円が調定額どおり収

入されており，予算現額に対する収入率は１０７.５％であり，収入済額は，前年度より７,７０３,

０００円（３１.４％）の増収となっている。 

  

 第４款 配当割交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

23,000,000 33,358,000 33,358,000 0 145.0 100.0

１８年度 16,000,000 29,693,000 29,693,000 0 185.6 100.0

差引増減 7,000,000 3,665,000 3,665,000 0 △ 40.6 0.0

１９年度

区　　分
収 入 率

 
  

配当割交付金は，予算現額２３,０００,０００円に対し，３３,３５８,０００円が調定額どおり収

入されており，予算現額に対する収入率は１４５.０％であり，収入済額は，前年度より３,６６５,

０００円（１２.３％）の増収となっている。 

 

第５款 株式等譲渡所得割交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

28,000,000 17,968,000 17,968,000 0 64.2 100.0

１８年度 12,000,000 20,169,000 20,169,000 0 168.1 100.0

差引増減 16,000,000 △ 2,201,000 △ 2,201,000 0 △ 103.9 0.0

１９年度

区　　分
収 入 率
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 株式等譲渡割交付金は，予算現額２８,０００,０００円に対し，１７,９６８,０００円が調定額どお 

り収入されており，予算現額に対する収入率は６４.２％であり，収入済額は，前年度より２,２０ 

１,０００円（１０.９％）の減収となっている。 

 

 

第６款 地方消費税交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

674,000,000 681,152,000 681,152,000 0 101.1 100.0

１８年度 677,000,000 684,478,000 684,478,000 0 101.1 100.0

差引増減 △ 3,000,000 △ 3,326,000 △ 3,326,000 0 0.0 0.0

１９年度

区　　分
収 入 率

  
 

地方消費税交付金は，予算現額６７４,０００,０００円に対し，６８１,１５２,０００円が調定額 

どおり収入されており，予算現額に対する収入率は１０１.１％であり，収入済額は，前年度より３, 

３２６,０００円（０.５％）の減収となっている。 

 

 

 第７款 ゴルフ場利用税交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

41,000,000 42,244,864 42,244,864 0 103.0 100.0

１８年度 41,000,000 40,796,746 40,796,746 0 99.5 100.0

差引増減 0 1,448,118 1,448,118 0 3.5 0.0

１９年度

区　　分
収 入 率

  
 

ゴルフ場利用税交付金は，予算現額４１,０００,０００円に対し，４２,２４４,８６４円が調定額 

どおり収入されており，予算現額に対する収入率は１０３.０％であり，収入済額は，前年度より１,

４４８,１１８円（３.５％）の増収となっている。 

 

 

 第８款 自動車取得税交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

215,000,000 213,258,000 213,258,000 0 99.2 100.0

１８年度 215,000,000 214,055,000 214,055,000 0 99.6 100.0

差引増減 0 △ 797,000 △ 797,000 0 △ 0.4 0.0

１９年度

区　　分
収 入 率

  
 

  自動車所得税交付金は，予算現額２１５,０００,０００円に対し，２１３,２５８,０００円が調定 

額どおり収入されており，予算現額に対する収入率は９９.２％であり，収入済額は，前年度より７ 

９７,０００円（０.４％）の減収となっている。 

  

 

 第９款 地方特例交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

73,129,000 73,129,000 73,129,000 0 100.0 100.0

１８年度 258,615,000 258,615,000 258,615,000 0 100.0 100.0

差引増減 △ 185,486,000 △ 185,486,000 △ 185,486,000 0 0.0 0.0

１９年度

区　　分
収 入 率
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  地方特例交付金は，予算現額７３,１２９,０００円に対し，同額が調定額どおり収入されており 

収入済額は，前年度より１８５,４８６,０００円（７１.７％）の減収となっている。 

  

 

 第１０款 地方交付税 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

2,542,391,000 2,771,619,000 2,771,619,000 0 109.0 100.0

１８年度 2,969,991,000 3,120,225,000 3,120,225,000 0 105.1 100.0

差引増減 △ 427,600,000 △ 348,606,000 △ 348,606,000 0 3.9 0.0

区　　分
収 入 率

１９年度

 
 

 地方交付税は，予算現額２,５４２,３９１,０００円に対し，２,７７１,６１９,０００円が調定額ど 

おり収入されており，予算現額に対する収入率は１０９.０％であり，収入済額は，前年度より３４８, 

６０６,０００円（１１.２％）の減収である。 

 収入済額の内訳は，普通交付税が２,０９２,３９１,０００円で，前年度より２７７,６００,０００ 

円（１１.７％）の減収，特別交付税が６７９,２２８,０００円で，前年度より７１,００６,０００円 

（９.５％）の減収となっている。 

 

 

第１１款 交通安全対策特別交付金 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

13,000,000 13,307,000 13,307,000 0 102.4 100.0

１８年度 13,000,000 14,086,000 14,086,000 0 108.4 100.0

差引増減 0 △ 779,000 △ 779,000 0 △ 6.0 0.0

区　　分
収 入 率

１９年度

 
 

  交通安全対策特別交付金は，予算現額１３,０００,０００円に対し，１３,３０７,０００円が調定額 

どおり収入さており，予算現額に対する収入率は１０２.４％であり，収入済額は，前年度より７７９, 

０００円（５.５％）の減収となっている。 

 

 

第１２款 分担金及び負担金 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

326,247,000 311,913,812 295,302,552 16,611,260 90.5 94.7

１８年度 296,499,000 303,636,906 273,134,706 30,502,200 92.1 90.0

差引増減 29,748,000 8,276,906 22,167,846 △ 13,890,940 △ 1.6 4.7

区　　分
収 入 率

１９年度

    
 

分担金及び負担金は，予算現額３２６,２４７,０００円に対し，３１１,９１３,８１２円を調定，２ 

９５,３０２,５５２円が収入され，収入未済額は１６,６１１,２６０円であり，収入済額の予算現額に 

対する収入率は９０.５％，調定額に対する収入率は９４.７％，収入済額は，前年度より２２,１６７, 

８４６円（８.１％）の増収となっている。 

 なお，負担金の収入未済額１６,６１１,２６０円は，児童福祉費負担金９,１５２,２６０円と都市計

画費負担金７,４５９,０００円である。 

 児童福祉費負担金の収入未済額については，受益者負担金の公平と収入確保のため，適切な納付指

導による早期収納に一層の努力を望むものである。 
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第１３款 使用料及び手数料 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 収 入 未 済 額
A B C Ｄ B-C-Ｄ C/A C/B
円 円 円 円 円 % %

276,574,000 288,504,975 276,898,335 293,600 11,313,040 100.1 96.0

１８年度 268,672,000 278,906,616 267,499,153 168,250 11,239,213 99.6 95.9

差引増減 7,902,000 9,598,359 9,399,182 125,350 73,827 0.5 0.1

区　　分
収 入 率

１９年度

 
 

使用料及び手数料は，予算現額２７６,５７４,０００円に対し，２８８,５０４,９７５円を調定，２

７６,８９８,３３５円が収入され，不納欠損額が２９３,６００円，収入未済額は１１,３１３,０４０

円であり，収入済額の予算現額に対する収入率は１００.１％，調定額に対する収入率は９６.０％，

収入済額は，前年度より９,３９９,１８２円（３.５％）の増収となっている。 

収入済額の内訳は，使用料が２３３,１５２,６９４円で，前年度より９,２６８,７９７円（４.１％）

の増収，手数料が４３,７４５,６４１円で，前年度より１３０,３８５円（０.３％）の増収となってい

る。 

 なお，使用料の収入未済額８,１１６,００７円の主なものは，土木使用料の住宅使用料８,１０８,

１４０円である。 

 収入未済額については，使用者負担の公平と収入確保のため，適切な納付指導による早期収納に一 

層の努力を望むものである。 

 

 

第１４款 国庫支出金 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

2,492,499,000 2,430,027,167 2,096,727,167 333,300,000 84.1 86.3

１８年度 2,196,595,000 2,108,671,191 1,707,854,191 400,817,000 77.8 81.0

差引増減 295,904,000 321,355,976 388,872,976 △ 67,517,000 6.3 5.3

区　　分
収 入 率

１９年度

 
 

国庫支出金は，予算現額２,４９２,４９９,０００円に対し，２,４３０,０２７,１６７円を調定，２,

０９６,７２７,１６７円が収入され，収入未済額は３３３,３００,０００円であり，収入済額の予算現

額に対する収入率は８４.１％，調定額に対する収入率は８６.３％，収入済額は，前年度より３８８,

８７２,９７６円（２２.８％）の増収となっている。 

収入済額の内訳は，国庫負担金が１,０１９,７９８,５３７円で，前年度より７５,９４９,１９０円 

（８.０％）の増収，国庫補助金が１,０３０,９３４,０００円で，前年度より２９７,９７１,８９０円

（４０.７％）の増収，委託金が４５,９９４,６３０円で前年度より１４,９５１,８９６円（４８.２％）

の増収となっている。 

なお，収入未済額３３３,３００,０００円の内訳は，国庫補助金の土木費国庫補助で，道路橋りょ

う費国庫補助金２４２,０００,０００円，都市計画費国庫補助金９１,３００,０００円となっており，

事業の翌年度繰り越しにかかるものである。 

 

 

第１５款 県支出金 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

1,078,653,000 1,044,358,897 1,044,358,897 0 96.8 100.0

１８年度 896,537,000 934,822,515 934,822,515 0 104.3 100.0

差引増減 182,116,000 109,536,382 109,536,382 0 △ 7.5 0.0

区　　分
収 入 率

１９年度
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 県支出金は，予算現額１,０７８,６５３,０００円に対し，１,０４４,３５８,８９７円が調定額どお 

り収入されており，予算現額に対する収入率は９６.８％であり，収入済額は，前年度より１０９,５ 

３６,３８２円（１１.７％）の増収となっている。 

収入済額の内訳は，県負担金が４４２,６３８,９５５円で，前年度より，９２,３６５,４３３円（２ 

６.４％）の増収，県補助金が４１７,２８１,３２５円で，前年度より６７,８９１,２６２円（１４.０％）

の減収，委託金が１８４,４３８,６１７円で前年度より８５,０６２,２１１円（８５.６％）の増収と

なっている。 

 

 

第１６款 財産収入 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

131,563,000 137,432,000 137,432,000 0 104.5 100.0

１８年度 45,017,000 52,528,762 52,528,762 0 116.7 100.0

差引増減 86,546,000 84,903,238 84,903,238 0 △ 12.2 0.0

区　　分
収 入 率

１９年度

 
 

財産収入は，予算現額１３１,５６３,０００円に対し，１３７,４３２,０００円が調定額どおり収入 

されており，収入済額の予算現額に対する収入率は１０４.５％で，収入済額は，前年度より８４,９

０３,２３８円（１６１.６％）の増収となっている。 

 収入済額の内訳は，財産運用収入が３７,４１０,５１５円で前年度より１,４４１,４３９円（４.

０％）の増収，財産売払収入が１００,０２１,４８５円，で前年度より８３,４６１,７９９円（５０４.

０％）の増収となっている。 

 

 

第１７款 寄付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

571,000 1,770,000 1,770,000 0 310.0 100.0

１８年度 2,131,000 2,809,446 2,809,446 0 131.8 100.0

差引増減 △ 1,560,000 △ 1,039,446 △ 1,039,446 0 178.2 0.0

区　　分
収 入 率

１９年度

 
 

寄付金は，予算現額５７１,０００円に対し，１,７７０,０００円が調定額どおり収入されており， 

収入済額の予算額に対する収入率は３１０.０％で，収入済額は，前年度より１,０３９,４４６円（３

７.０％）の減収となっている。 

 

 

第１８款 繰入金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

10,010,000 9,765,246 9,765,246 0 97.6 100.0

１８年度 285,312,000 283,939,289 283,939,289 0 99.5 100.0

差引増減 △ 275,302,000 △ 274,174,043 △ 274,174,043 0 △ 1.9 0.0

区　　分
収 入 率

１９年度

 
繰入金は，予算現額１０,０１０,０００円に対し，９,７６５,２４６円が調定額どおり収入されてお 

り，収入済額の予算現額に対する収入率は９７.６％で，収入済額は，前年度より２７４,１７４,０４

３円（９６.６％）の減収となっている。 
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第１９款 繰越金 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

581,958,000 581,958,673 581,958,673 0 100.0 100.0

１８年度 378,651,000 378,651,653 378,651,653 0 100.0 100.0

差引増減 203,307,000 203,307,020 203,307,020 0 0.0 0.0

区　　分
収 入 率

１９年度

 
 

 繰越金は，予算現額５８１,９５８,０００円に対し，５８１,９５８,６７３円が調定額どおり収入さ

れており，収入済額の予算現額に対する収入率は１００.０％で，収入済額は，前年度より２０３,３

０７,０２０円（５３.７％）の増収となっている。 

 

 

第２０款 諸収入 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 収 入 未 済 額
A B C D B-C-D C/A C/B
円 円 円 円 円 % %

425,513,000 525,470,854 483,695,540 139,300 41,636,014 113.7 92.0

１８年度 435,380,000 512,727,173 471,844,552 134,750 40,747,871 108.4 92.0

差引増減 △ 9,867,000 12,743,681 11,850,988 4,550 888,143 5.3 0.0

区　　分
収 入 率

１９年度

 

 諸収入は，予算現額４２５,５１３,０００円に対し，５２５,４７０,８５４円を調定，４８３,６９ 

５,５４０円が収入され，不納欠損が１３９,３００円，収入未済額は４１,６３６,０１４円であり，収 

入済額の予算現額に対する収入率は１１３.７％，調定額に対する収入率は９２.０％，収入済額は， 

前年度より１１,８５０,９８８円（２.５％）の増収となっている。 

収入済額の内訳は，延滞金，加算金及び過料が１４,７３５,７１７円で，前年度より１０,６６１, 

５２２円(２６１.７%)の増収，市預金利子が４,０４７,７９６円で，前年度より３,５２２,８６０円（６

７１.１％）の増収，貸付金元利収入が５６,８７６,３２１円で３,３４８,７４４円（６.３％）の増収，

受託事業収入が１８,９４５,３６２円で,前年度より４,４８８,６５３円（３１.０％）の増収,雑入が３

８９,０９０,３４４円で前年度より１０,１７０,７９１円（２.５％）の減収となっている。 

なお，収入未済額４１,６３６,０１４円の主なものは，雑入の４０,９６５,９１４円である。 

 

 
第２１款 市債 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

2,434,100,000 2,268,400,000 1,757,800,000 510,600,000 72.2 77.5

１８年度 2,536,000,000 2,506,900,000 2,122,000,000 384,900,000 83.7 84.6

差引増減 △ 101,900,000 △ 238,500,000 △ 364,200,000 125,700,000 △ 11.5 △ 7.1

区　　分
収 入 率

１９年度

 
 

市債は，予算現額２,４３４,１００,０００円に対し，２,２６８,４００,０００円を調定，１,７５７, 

８００,０００円が収入され，収入未済額は５１０,６００,０００円であり，収入済額の予算現額に対

する収入率は７２.２％で，収入済額は，前年度より３６４,２００,０００円（１７.２％）の減収とな

っている。 
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（２） 歳 出 

  歳出決算額の款別の支出済額等については，次表のとおりである。 

 

　決　算　額　　Ａ 構成比 　決　算　額　　Ｂ 構成比 　　（Ａ－Ｂ）　　Ｃ Ｃ／Ｂ
円 ％ 円 ％ 円 ％

258,415,869 1.2 286,485,335 1.4 △ 28,069,466 △ 9.8

総 務 費 3,032,373,492 14.6 2,944,222,898 14.2 88,150,594 3.0

民 生 費 5,389,525,525 25.9 5,369,108,480 25.8 20,417,045 0.4

衛 生 費 1,934,372,820 9.3 1,906,191,288 9.2 28,181,532 1.5

労 働 費 22,230,914 0.1 33,620,826 0.2 △ 11,389,912 △ 33.9

農 林 業 費 946,316,620 4.5 1,001,223,504 4.8 △ 54,906,884 △ 5.5

商 工 費 241,784,754 1.2 249,304,861 1.2 △ 7,520,107 △ 3.0

土 木 費 3,238,942,376 15.5 3,007,481,257 14.5 231,461,119 7.7

消 防 費 1,207,394,907 5.8 1,220,449,455 5.9 △ 13,054,548 △ 1.1

教 育 費 2,188,443,375 10.5 2,353,160,477 11.3 △ 164,717,102 △ 7.0

公 債 費 2,384,951,252 11.4 2,392,506,716 11.5 △ 7,555,464 △ 0.3

予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

計 20,844,751,904 100.0 20,763,755,097 100.0 80,996,807 0.4

比較増減

議 会 費

区     分
平成１９年度 平成１８年度

 
 

一般会計歳出決算は，予算現額２２,２４５,２５１,０００円に対し，支出済額は２０,８４４,７ 

５１,９０４円で，翌年度へ９１６,５８６,０００円を繰り越し，不用額は，４８３,９１３,０９６

円となっており，予算現額に対する執行率は９３.７％である。支出済額は，前年度より８０,９９

６,８０７円（０.４％）の増加となっている。 

 また，翌年度繰越額は，土木費８９６,１１４,０００円，総務費１４,２７７,０００円，教育費 

６,１９５,０００円である。 

 

 

款ごとの歳出決算状況及び対前年度比較は，次のとおりである。 

 

第１款 議会費 
予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

262,293,000 258,415,869 0 3,877,131 98.5 1.2

１８ 年 度 289,411,000 286,485,335 0 2,925,665 99.0 1.4

差引増減 △ 27,118,000 △ 28,069,466 0 951,466 △ 0.5 △ 0.2

区　　 分

１９ 年 度

 
 

議会費は，予算現額２６２,２９３,０００円に対し，支出済額は２５８,４１５,８６９円で， 

不用額は３,８７７,１３１円である。執行率は９８.５％であり，前年度より２８,０６９,４６

６円（９.８％）の減となっている。支出済額は，総支出済額の１.２％を占めている。 

  支出済額の主なものは，議員報酬１２７,５９０,０００円である。 



 14 

 

第２款 総務費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

3,111,336,000 3,032,373,492 14,277,000 64,685,508 97.5 14.6

１８ 年 度 3,163,565,000 2,944,222,898 166,037,000 53,305,102 93.1 14.2

差引増減 △ 52,229,000 88,150,594 △ 151,760,000 11,380,406 4.4 0.4

区　　 分

１９ 年 度

 
 

総務費は，予算現額３,１１１,３３６,０００円に対し，支出済額は３,０３２,３７３,４９ 

２円で，翌年度へ１４,２７７,０００円を繰り越し，不用額は６４,６８５,５０８円である。

執行率は９７.５％であり，前年度より８８,１５０,５９４円（３.０％）の増となっている。

支出額は，総支出済額の１４.６％を占め，第３位である。 

  支出済額の主なものは，企画費の下妻地方広域事務組合負担金１７５,２７３,０００円，常 

総地方広域市町村圏事務組合負担金１２２,５８８,０００円である。 

  なお，翌年度繰越額１４,２７７,０００円は，石下庁舎建設費の繰越明許費９,７６５,００ 

０円，情報管理費の繰越明許費４,５１２,０００円である。 

 

第３款 民生費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

5,577,022,000 5,389,525,525 0 187,496,475 96.6 25.9

１８ 年 度 5,490,011,000 5,369,108,480 3,675,000 117,227,520 97.8 25.8

差引増減 87,011,000 20,417,045 △ 3,675,000 70,268,955 △ 1.2 0.1

区　　 分

１９ 年 度

 

 

    民生費は，予算現額５,５７７,０２２,０００円に対し，支出済額は５,３８９,５２５,５２

５円で，不用額は１８７,４９６,４７５円である。執行率は９６.６％であり，前年度より２０,

４１７,０４５円（０.４％）の増となっている。支出額は，総支出済額の２５.９％を占め，第

１位である。 

  支出済額の主なものは，社会福祉総務費の国民健康保険特別会計への繰出金４２０,０００, 

０００円，心身障害者福祉費の扶助費４９４,８８１,４０２円，老人福祉費の老人保健特別会 

計への繰出金４５６,２５９,０００円，介護保険特別会計への繰出金４７９,１３２,０００円， 

医療福祉費の扶助費３９５,１７１,０５９円，民間保育所運営費負担金３２７,９６７,３５０ 

円，児童福祉総務費の扶助費２２８,４５８,３５０円，児童運営費の扶助費５１７,３１０,０ 

００円，生活保護費の扶助費４７６,５４１,２１３円である。 

   

第４款 衛生費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

1,952,162,000 1,934,372,820 0 17,789,180 99.1 9.3

１８ 年 度 1,919,024,000 1,906,191,288 0 12,832,712 99.3 9.2

差引増減 33,138,000 28,181,532 0 4,956,468 △ 0.2 0.1

区　　 分

１９ 年 度

 
 

衛生費は，予算現額１,９５２,１６２,０００円に対し，支出済額は１,９３４,３７２,８２ 

０円で，不用額は１７,７８９,１８０円である。執行率は９９.１％であり，前年度より２８,

１８１,５３２円（１.５％）の増となっている。支出額は，総支出済額の９.３％を占めている。 
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  支出済額の主なものは，老人保健事業費の基本健康診査委託料等８６,１１４,３７９円，清 

 掃総務費の下妻地方広域事務組合負担金４７５,０６５,０００円，常総地方広域市町村圏事務 

組合負担金２８４,７８０,０００円，じんかい処理費のごみ収集委託料等１８９,７１１,６２ 

３円，し尿処理費の常総衛生組合負担金２３０,７０５,８２４円，下妻地方広域事務組合負担 

金５３,１１４,０００円である。 

 

 

第５款 労働費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

22,626,000 22,230,914 0 395,086 98.3 0.1

１８ 年 度 34,221,000 33,620,826 0 600,174 98.2 0.2

差引増減 △ 11,595,000 △ 11,389,912 0 △ 205,088 0.1 △ 0.1

区　　 分

１９ 年 度

 

 

労働費は，予算現額２２,６２６,０００円に対し，支出済額は２２,２３０,９１４円で，不 

 用額は３９５,０８６円である。執行率は９８.３％であり，前年度より１１,３８９,９１２円 

（３３.９％）の減となっている。支出額は，総支出済額の０.１％を占めている。 

  支出済額の主なものは，勤労青少年ホーム管理費の建物管理費委託料等７,４６２,２４５円， 

 労働諸費の敷地借上料７,０６４,４００円である。 

 

 

第６款 農林水産業費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

965,190,000 946,316,620 0 18,873,380 98.0 4.5

１８ 年 度 1,012,279,000 1,001,223,504 0 11,055,496 98.9 4.8

差引増減 △ 47,089,000 △ 54,906,884 0 7,817,884 △ 0.9 △ 0.3

区　　 分

１９ 年 度

 

 

  農林水産業費は，予算現額９６５,１９０,０００円に対し，支出済額は９４６,３１６,６２ 

 ０円で，不用額は１８,８７３,３８０円である。執行率は９８.０％であり，前年度より５４, 

９０６,８８４円（５.５％）の減となっている。支出額は，総支出済額の４.５％を占めている。 

  支出済額の主なものは，農業振興費の生産調整推進対策事業費補助金４８,５００,０００円， 

農地費の霞ヶ浦用水公団営事業県負担金２１,６１４,５１１円，霞ヶ浦用水国営事業県負担金 

２１,１３８,３０９円，農業集落排水事業特別会計への繰出金１９８,６０２,０００円，農道 

整備費の農道舗装事業費補助金２１,０７２,９２３円，あすなろの里管理費の委託料９０,９４ 

２,５９８円である。 

 

 

第７款 商工費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

247,063,000 241,784,754 0 5,278,246 97.9 1.2

１８ 年 度 253,587,000 249,304,861 0 4,282,139 98.3 1.2

差引増減 △ 6,524,000 △ 7,520,107 0 996,107 △ 0.4 0.0

区　　 分

１９ 年 度
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  商工費は，予算現額２４７,０６３,０００円に対し，支出済額は２４１,７８４,７５４円で， 

不用額は５,２７８,２４６円である。執行率は９７.９％であり，前年度より，７,５２０,１０ 

７円（３.０％）の減となっている。 

支出額は，総支出済額の１.２％を占めている。 

  支出済額の主なものは，商工業振興費の商工会補助金２０,９８９,０００円，県信用保証協 

 会保証料補給金２４,５９２,０００円，観光費の観光協会補助金１８,１３５,０００円，花火 

大会補助金１２,０００,０００円である。 

 

 

第８款 土木費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

4,219,021,000 3,238,942,376 896,114,000 83,964,624 76.8 15.5

１８ 年 度 3,716,738,000 3,007,481,257 683,965,000 25,291,743 80.9 14.5

差引増減 502,283,000 231,461,119 212,149,000 58,672,881 △ 4.1 1.0

区　　 分

１９ 年 度

 

 

土木費は，予算現額４,２１９,０２１,０００円に対し，支出済額は３,２３８,９４２,３７ 

６円で，翌年度へ８９６,１１４,０００円を繰り越し，不用額は８３,９６４,６２４円である。 

執行率は７６.８％であり，前年度より２３１,４６１,１１９円（７.７％）の増となっている。 

支出額は，総支出済額の１５.５％を占め，第２位である。 

  支出済額の主なものは，道路新設改良費の工事請負費３９２,５９２,０７０円，つくば下総 

 広域農道関連市町村道事業費の工事請負費５２６,８９２,５００円，都市計画総務費の繰出金 

で，公共下水道事業特別会計へ３７３,２９０,０００円，公園造成費の総合運動公園建設工事 

費５５５,３４５,０００円，都市下水路事業費の工事請負費１９５,９４６,０００円，まちづ 

くり事業費の工事請負費１２３,５０６,５００円，西幹線整備事業費の調査設計委託料１０８, 

３１２,５００円である。 

  なお，翌年度繰越８９６,１１４,０００円は，道路橋りょう費の繰越明許費４７０,６１１, 

 ０００円，都市計画費の繰越明許費４２５,５０３,０００円である。 

 

 

第９款 消防費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

1,211,338,000 1,207,394,907 0 3,943,093 99.7 5.8

１８ 年 度 1,223,784,000 1,220,449,455 0 3,334,545 99.7 5.9

差引増減 △ 12,446,000 △ 13,054,548 0 608,548 0.0 △ 0.1

区　　 分

１９ 年 度

 

 

消防費は，予算現額１,２１１,３３８,０００円に対し，支出済額は１,２０７,３９４,９０ 

７円で，不用額は３,９４３,０９３円である。執行率は９９.７％であり，前年度より１３,０ 

５４,５４８円（１.１％）の減となっている。支出額は，総支出済額の５.８％を占めている。 

  支出済額の主なものは，常備消防費の常総地方広域市町村圏事務組合負担金７２９,９１１, 

０００円と茨城西南地方広域市町村圏事務組合負担金３１７,６３３,０００円である。 
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第１０款 教育費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

2,241,900,000 2,188,443,375 6,195,000 47,261,625 97.6 10.5

１８ 年 度 2,412,359,000 2,353,160,477 15,367,000 43,831,523 97.5 11.3

差引増減 △ 170,459,000 △ 164,717,102 △ 9,172,000 3,430,102 0.1 △ 0.8

区　　 分

１９ 年 度

 

 

教育費は，予算現額２,２４１,９００,０００円に対し，支出済額は２,１８８,４４３,３７ 

５円で，翌年度へ６,１９５,０００円を繰り越し，不用額は４７,２６１,６２５円である。執 

行率は９７.６％であり，前年度より１６４,７１７,１０２円（７.０％）の減となっている。 

支出済額は，総支出済額の１０.５％を占めている。 

支出済額の主なものは，小学校費の教育用コンピュータ借上料５０,９７０,７８０円，中学 

 校費の教育用コンピュータ借上料２８,２０７,６２０円，学校給食施設費の賄材料費１５５,０ 

５９,１９３円，常総・下妻学校給食組合負担金１３０,８７５,０００円である。 

  なお，翌年度繰越額６,１９５,０００円は，小学校費の繰越明許費である。 

 

第１１款 公債費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

2,388,999,000 2,384,951,252 0 4,047,748 99.8 11.4

１８ 年 度 2,394,745,000 2,392,506,716 0 2,238,284 99.9 11.5

差引増減 △ 5,746,000 △ 7,555,464 0 1,809,464 △ 0.1 △ 0.1

区　　 分

１９ 年 度

 

 

公債費は，予算現額２,３８８,９９９,０００円に対し，支出済額は２,３８４,９５１,２５ 

２円で，不用額は４,０４７,７４８円である。執行率は９９.８％であり，前年度より７,５５ 

５,４６４円（０.３％）の減となっている。支出済額は，総支出済額の１１.４％を占めている。 

  支出済額の主なものは，市債元金償還金１,９１１,１７７,４００円，市債利子４７３,６３ 

 １,７００円である。 

 

第１２款 予備費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

46,301,000 0 0 46,301,000 0.0 0.0

１８ 年 度 36,513,000 0 0 36,513,000 0.0 0.0

差引増減 9,788,000 0 0 9,788,000 0.0 0.0

区　　 分

１９ 年 度

 

予備費は１８,４６９,０００円の充用を行い，予算現額４６,３０１,０００円である。 

充用の内容は，総務費へ１２,３６１,０００円，衛生費へ５２,０００円，商工費へ５２５,０ 

００円，土木費へ３４３,０００円，教育費へ５,１８８,０００円である。 

 

 

  実質収支額は，歳入総額２１,５４６,４７１千円から歳出総額２０,８４４,７５２千円を差 

 し引いた歳入歳出差引額７０１,７１９千円から，さらに翌年度へ繰り越すべき財源である繰越 

 明許費繰越額６５,２２７千円を減した６３６,４９２千円である。 
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３ 特 別 会 計 

（１）国民健康保険特別会計 

   国民健康保険特別会計の歳入歳出決算額の対前年度比較は，次表のとおりである。 

（歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％ ％

7,359,322,000 8,601,793,378 7,459,381,097 103,818,441 1,038,593,840 101.4 86.7

１８ 年 度 6,925,686,000 8,084,235,851 6,959,959,124 51,157,142 1,073,119,585 100.5 86.1

差引増減 433,636,000 517,557,527 499,421,973 52,661,299 △ 34,525,745 0.9 0.6

区　　分

１９ 年 度

収入率

  

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

7,359,322,000 7,208,643,043 0 150,678,957 98.0

１８ 年 度 6,925,686,000 6,674,321,290 2,856,000 248,508,710 96.4

差引増減 433,636,000 534,321,753 △ 2,856,000 △ 97,829,753 1.6

１９ 年 度

区　 　分

  

 国民健康保険特別会計の歳入決算額は７,４５９,３８１,０９７円，歳出決算額は７,２０８,６ 

４３,０４３円であり，歳入歳出差引額は２５０,７３８,０５４円である。 

 

ア 歳入の状況 

  本年度の国民健康保険特別会計の歳入状況は，別表４（１）のとおりである。       

歳入については，予算現額７,３５９,３２２,０００円に対し８,６０１,７９３,３７８円を調定し， 

収入済額は７,４５９,３８１,０９７円で，不納欠損額が１０３,８１８,４４１円，収入未済額は

１,０３８,５９３,８４０円である。予算現額に対する収入率は１０１.４％，調定額に対する収

入率は８６.７%であり，収入済額は前年度より４９９,４２１,９７３円（７.２%）の増収である。 

  収入未済額の主なものは国民健康保険税１,０３５,６１１,６９０円である。 

また，不納欠損額１０３,８１８,４４１円は，国民健康保険税１０３,５８２,２９１円と督促手

数料２３６,１５０円である。 

  

イ 国民健康保険税の収入状況 

予算現額 調　定　額 収入済額 不納欠損額 収入未済額
円 円 円 円 円

現年課税分 1,997,967,000 2,289,948,829 2,024,674,591 53,700 265,220,538

滞納繰越分 87,073,000 1,029,745,089 182,299,651 102,717,423 744,728,015

現年課税分 391,485,000 407,079,671 398,373,905 0 8,705,766

滞納繰越分 4,592,000 23,092,546 5,324,007 811,168 16,957,371

2,481,117,000 3,749,866,135 2,610,672,154 103,582,291 1,035,611,690

区　　　　　　　　　　分

　１　一般被保険者
　　　国民健康保険税

　２　退職被保険者等
　　　国民健康保険税

　合　　　　　　計

 国民健康保険税は，予算現額２,４８１,１１７,０００円に対し３,７４９,８６６,１３５円を調 

定し，収入済額は２,６１０,６７２,１５４円で，予算現額に対する収入率は１０５.２％，調定

額に対する収入率は６９.６％である。収入未済額の合計は１,０３５,６１１,６９０円で１０億

円を超えており，現年課税分，滞納繰越分ともに徴収率の向上を望むものである。 

  不納欠損は地方税法の規定に基づき処理されているが，不納欠損処分に際しては，税負担の 

 公平性の原則のもと綿密な実態調査をして収納に努め安易な処分をとらないよう十分留意され 

たい。 
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ウ 歳出の状況 

  歳出については，予算現額７,３５９,３２２,０００円に対し，支出済額は７,２０８,６４３, 

０４３円で，不用額は１５０,６７８,９５７円である。執行率は９８.０％であり，前年度より 

５３４,３２１,７５３円（８.０％）の増加である。 

支出済額の主なものは，保険給付費４,６１３,４６５,１５８円，老人保健拠出金１,１２７,９

７７,３００円，介護納付金４４３,４２６,３３３円，共同事業拠出金７７８,３８８,４９６円で

ある。一人あたりの療養諸費の費用額は２４１,８８８円である。また，本会計の給料，職員手

当等及び共済費の合計は１２０,８５３,０８４円である。 

  不用額の主なものは，保健給付費７５,２５３,８４２円である。 

   

実質収支額は，歳入総額７,４５９,３８１千円から歳出総額７,２０８,６４３千円を差し引い

た２５０,７３８千円である。 

 

  国民健康保険特別会計は，加入者の高齢化の進行，経済不況による社会保険からの離脱によ 

る加入者数の増加等により，保険給付費は，増加の一途をたどっている。一方保険税収入の伸 

びは経済不況等の影響から鈍化しており，本事業の財政運営は依然として厳しい状況に置かれ 

ている。また，国の医療保険制度改革においては，平成２０年４月から新たに７５歳以上の方々 

の医療を国民全体で支える仕組みの後期高齢者医療制度がスタートしたところである。今後は， 

保険給付費の適正化及び保険税の収納率の向上に努めるとともに，本事業に対する市民の意識 

と理解を求め，保険事業の充実並びに諸経費の節減に努めながら，国民健康保険事業の健全化 

に務められるよう望むものである。 

 

 

（２）老人保健特別会計 

  老人保健特別会計の歳入歳出決算額の対前年度比較は，次表のとおりである。 

（歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 ％ ％

5,571,471,000 5,363,245,735 5,363,245,735 0 96.3 100.0

１８ 年 度 5,509,250,000 5,508,607,187 5,508,607,187 0 100.0 100.0

差引増減 62,221,000 △ 145,361,452 △ 145,361,452 0 △ 3.7 0.0

区　　分
収入率

１９ 年 度

  

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

5,571,471,000 5,300,356,941 0 271,114,059 95.1

１８ 年 度 5,509,250,000 5,487,502,487 0 21,747,513 99.6

差引増減 62,221,000 △ 187,145,546 0 249,366,546 △ 4.5

１９ 年 度

区　 　分

   

老人保健特別会計の歳入決算額は５,３６３,２４５,７３５円，歳出決算額は５,３００,３５６,

９４１円であり，歳入歳出差引額は６２,８８８,７９４円である。 

 

ア 歳入の状況 

歳入については，予算現額５,５７１,４７１,０００円に対し５,３６３,２４５,７３５円を調定 

し，収入済額は５,３６３,２４５,７３５円で１００.０％の収入率である。 

収入済額の主なものは，支払基金交付金２,７３８,４０６,０００円，国庫支出金１,７１６,３

０８,１６３円である。なお，不納欠損額及び収入未済額はない。 
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イ 歳出の状況 

  歳出については，予算現額５,５７１,４７１,０００円に対し，支出済額は５,３００,３５６, 

９４１円で，不用額は２７１,１１４,０５９円である。執行率は９５.１％である。 

  支出済額の主なものは，医療諸費５,２７６,９３６,６６６円である。不用額の主なものも同 

じく医療諸費２６８,６０６,３３４円である。 

  実質収支額は，歳入総額５,３６３,２４６千円から歳出総額５,３００,３５７千円を差し引い 

た６２,８８９千円である。 

 

当市における老人保健受給資格者は，平成２０年３月末現在で７,４４４人である。平成１４

年１０月の法改正に伴い，受給対象年齢の引き上げや患者負担の見直しなどにより医療給付費

は漸減傾向にあるが，高齢化が急速に進行する社会情勢に伴う老人医療費の増大が予想される

なかで平成２０年４月から後期高齢者医療制度が開始された。 

 

 

（３）介護保険特別会計 

介護保険特別会計の歳入歳出決算の対前年度比較は、次表のとおりである。 

（歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％ ％

3,072,337,000 3,073,782,839 3,056,456,164 2,319,950 15,006,725 99.5 99.4

１８ 年 度 2,899,235,000 2,926,998,948 2,911,542,248 1,874,075 13,582,625 100.4 99.5

差引増減 173,102,000 146,783,891 144,913,916 445,875 1,424,100 △ 0.9 △ 0.1

区　　分
収入率

１９ 年 度

  

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

3,072,337,000 3,006,795,993 0 65,541,007 97.9

１８ 年 度 2,899,235,000 2,833,172,555 0 66,062,445 97.7

差引増減 173,102,000 173,623,438 0 △ 521,438 0.2

１９ 年 度

区　 　分

  

介護保険特別会計の歳入決算額は３,０５６,４５６,１６４円，歳出決算額は３,００６,７９５, 

９９３円であり，歳入歳出差引額は４９,６６０,１７１円である。 

 

ア 歳入の状況 

  歳入については，予算現額３,０７２,３３７,０００円に対し３,０７３,７８２,８３９円を調定 

し，収入済額は３,０５６,４５６,１６４円で，不納欠損額が２,３１９,９５０円，収入未済額は 

１５,００６,７２５円である。予算現額に対する収入率は９９.５％，調定額に対する収入率は 

９９.４％であり，収入済額は前年度より１４４,９１３,９１６円（５.０％）の増収である。 

  収入未済額の主なものは，保険料１４,８１６,５７５円と督促手数料１９０,１５０円である。 

  また，不納欠損額２,３１９,９５０円は，保険料２,２９６,８００円と督促手数料２３,１５０ 

円である。 

 

イ 歳出の状況 

  歳出については，予算現額３,０７２,３３７,０００円に対し，支出済額は３,００６,７９５, 

９９３円で，不用額は６５,５４１,００７円である。執行率は９７.９％であり，前年度より１ 

７３,６２３,４３８円（６.１％）の増加である。 

  支出済額の主なものは，保険給付費２,７８１,８５６,４７２円である。同様に，不用額も保 
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険給付費５０,４９４,５２８円である。また，本会計の給料，職員手当等及び共済費の合計は１ 

３３,１４３,１２４円である。 

                                        

実質収支額は，歳入総額３,０５６,４５６千円から歳出総額３,００６,７９６千円を差し引い 

 た４９,６６０千円である。 

 

介護保険特別会計は，平成１２年に介護保険制度が施行されて８年が経過し，平成１８年度 

 から予防重視型への転換，包括支援センターの創設等地域密着型サービスがなされている。保 

 険給付費は，年々増加しており，当会計の基盤をなす重要な財源である保険料は，収入未済額 

 が１５,００６,７２５円，不納欠損額が２,３１９,９５０円で，財政悪化が懸念されるところで 

 ある。滞納については，十分な調査を行い，口座振替の促進又は臨戸徴収を行うなど，今後の 

 円滑な事業の運営に向け，なお一層の創意工夫と努力を望むものである。 

 

 

（４）介護サービス事業特別会計 

  介護サービス事業特別会計の歳入歳出決算額は，次表のとおりである。 

 （歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％ ％

1,188,000 1,119,500 1,119,500 0 0 94.2 100.0

区　　分
収入率

１９ 年 度
  

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

1,188,000 1,006,250 0 181,750 84.7
１９ 年 度

区　 　分

  

介護サービス事業特別会計の歳入決算額は１,１１９,５００円，歳出決算額は１,００６,２５ 

０円であり，歳入歳出差引額は１１３,２５０円である。 

 

ア 歳入の状況 

  歳入については，予算現額１,１８８,０００円に対し１,１１９,５００円を調定し，収入済額 

は１,１１９,５００円で，１００.０％の収入率である。 

収入済額の主なものは，介護予防サービス計画費６３０,５００円，一般会計繰入金４８９, 

０００円である。 

  

イ 歳出の状況 

歳出については，予算現額１,１８８,０００円に対し，支出済額は１,００６,２５０円で，不

用額は１８１,７５０円である。執行率は８４.７％である。 

  支出済額の主なものは，介護予防計画作成委託料６１０,０００円である。不用額の主なもの 

も同じく介護予防計画作成委託料１５０,０００円である。 

 

実質収支額は，歳入総額１,１２０千円から歳出総額１,００６千円を差し引いた１１４千円で

ある。 
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（５）公共下水道事業特別会計 

公共下水道事業特別会計の歳入歳出決算額の対前年度比較は次表のとおりである。 

 （歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％

1,501,423,000 1,527,515,706 1,420,050,539 0 107,465,167 94.6% 93.0

１８ 年 度 1,338,737,000 1,381,804,317 1,301,873,584 0 79,930,733 97.2% 94.2

差引増減 162,686,000 145,711,389 118,176,955 0 27,534,434 △ 2.6 △ 1.2

区　　分
収入率

１９ 年 度

  

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

1,501,423,000 1,395,647,289 91,275,000 14,500,711 93.0

１８ 年 度 1,338,737,000 1,234,875,635 83,761,000 20,100,365 92.2

差引増減 162,686,000 160,771,654 7,514,000 △ 5,599,654 0.8

１９ 年 度

区　 　分

  

公共下水道事業特別会計の歳入決算額は１,４２０,０５０,５３９円，歳出決算額は１,３９５, 

６４７,２８９円であり，歳入歳出差引額は２４,４０３,２５０円である。 

  なお，翌年度繰越額９１,２７５,０００円の内訳は，中央公共下水道事業繰越明許費５５,１ 

９０,０００円，流域下水道事業繰越明許費３６,０８５,０００円である。 

 

ア 歳入の状況 

  歳入については，予算現額１,５０１,４２３,０００円に対し１,５２７,５１５,７０６円を調定 

し，収入済額は１,４２０,０５０,５３９円，収入未済額は１０７,４６５,１６７円である。予算 

現額に対する収入率は９４.６％，調定額に対する収入率は９３.０％であり，収入済額は前年度 

より１１８,１７６,９５５円（９.１％）の増収である。 

  収入済額の主なものは，市債５４５,３００,０００円，一般会計繰入金３７３,２９０,０００ 

円，国庫支出金２３０,２７０,０００円，公共下水道使用料１１２,２７８,３２０円である。 

 収入未済額の主なものは，市債５４,６００,０００円，国庫支出金２８,３８０,０００円，負 

担金２２,８２５,２６０円である。不納欠損額はない。 

 

イ 歳出の状況 

  歳出については，予算現額１,５０１,４２３,０００円に対し，支出済額は１,３９５,６４７, 

 ２８９円で，不用額は１４,５００,７１１円である。執行率は９３.０％であり，前年度より１ 

６０,７７１,６５４円（１３.０％）の増加である。 

  支出済額の主なものは，公共下水道事業費９７７,３００,２７８円である。翌年度への繰越明 

許費９１,２７５,０００円は，中央公共下水道事業費５５,１９０,０００円と流域下水道事業費 

３６,０８５,０００円である。また，本会計の給料，職員手当等及び共済費の合計は９８,１９ 

８,００８円である。 

 

  実質収支額は，歳入総額１,４２０,０５０千円から歳出総額１,３９５,６４７千円を差し引い 

た歳入歳出差引額２４,４０３千円から，さらに翌年度へ繰り越すべき財源である繰越明許費繰 

越額５,７２３千円を減した１８,６８０千円である。 

 

  公共下水道事業特別会計は，本市の公衆衛生の向上に寄与し，併せて公共用水域の保全に資 

することを目的として設置するもので，事業に着手している地区の事業推進に努めるとともに， 

新規着手予定の地区についても地元住民の意向を取りまとめ，事業実施に向け努力されている。 
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  既に供用開始をしている地区については，引き続き加入促進を図るとともに，維持管理に万 

全を期されたい。 

 

  

（６）大生郷特定公共下水道事業特別会計 

  大生郷特定公共下水道事業特別会計の歳入歳出決算額は，次表のとおりである。 

 （歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％ ％

370,546,000 345,618,045 335,845,928 372,117 9,400,000 90.6 97.2

１８ 年 度 206,122,000 189,484,003 166,511,886 0 22,972,117 80.8 87.9

差引増減 164,424,000 156,134,042 169,334,042 372,117 △ 13,572,117 9.8 9.3

区　　分
収入率

１９ 年 度

  

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

370,546,000 326,067,730 15,300,000 29,178,270 88.0

１８ 年 度 206,122,000 147,496,613 36,900,000 21,725,387 71.6

差引増減 164,424,000 178,571,117 △ 21,600,000 7,452,883 16.4

１９ 年 度

区　 　分

  

大生郷特定公共下水道事業特別会計の歳入決算額は３３５,８４５,９２８円，歳出決算額は３ 

２６,０６７,７３０円であり，歳入歳出差引額は９,７７８,１９８円である。 

なお，翌年度への継続費逓次繰越額１５,３００,０００円の内訳は，処理場改築設計委託料である。 

 

ア 歳入の状況 

歳入については，予算現額３７０,５４６,０００円に対し３４５,６１８,０４５円を調定し， 

収入済額は，３３５,８４５,９２８円，収入未済額は９,４００,０００円である。予算現額に対 

する収入率は９０.６％，調定額に対する収入率は９７.２％であり，収入済額は前年度より１６ 

９,３３４,０４２円（１０１.７％）の増収である。 

    収入済額の主なものは，使用料及び手数料７０,９２０,０５０円，基金繰入金８５,０００,０ 

  ００円，市債９９,４００,０００円である。 

収入未済額の主なものは，市債６,０００,０００円，国庫支出金３,４００,０００円である。 

また，不納欠損額３７２,１１７円は，下水道使用料である。 

 

イ 歳出の状況 

歳出については，予算現額３７０,５４６,０００円に対し，支出済額は３２６,０６７,７３０ 

円で，不用額は２９,１７８,２７０円である。執行率は８８.０％であり，前年度より１７８,５ 

７１,１１７円（１２１.１％）の増加である。 

支出済額の主なものは，特定公共下水道事業費３２５,２７２,４５１円である。翌年度への継 

続費逓次繰越額１５,３００,０００円は，処理場改築設計委託料である。また，本会計の給料職 

員手当等及び共済費の合計は１３,６１７,００５円である。 

 

実質収支額は，歳入総額３３５,８４６千円から歳出総額３２６,０６８千円を差し引いた９, 

７７８千円である。 

 

大生郷特定公共下水道事業特別会計は，公共用水域の保全に資することを目的として設置す

るもので，大生郷工業団地における工業用排水等の汚水，汚泥を処理する施設の整備及び維持
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管理を図るものである。 

工業団地内の環境の改善と公共用水域の水質保全に寄与し，施設の経費の節減等維持管理に

万全を期されたい。 

 

 

（７）農業集落排水事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計の歳入歳出決算額は，次表のとおりである。 

 （歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％ ％

279,346,000 287,450,099 282,963,297 0 4,486,802 101.3 98.4

１８ 年 度 281,293,000 286,559,551 282,844,567 0 3,714,984 100.6 98.7

差引増減 △ 1,947,000 890,548 118,730 0 771,818 0.7 △ 0.3

区　　分
収入率

１９ 年 度

   

（歳 出） 

区　 　分 予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

279,346,000 278,222,967 0 1,123,033 99.6

１８ 年 度 281,293,000 277,405,710 0 3,887,290 98.6

差引増減 △ 1,947,000 817,257 0 △ 2,764,257 1.0

１９ 年 度

  
農業集落排水事業特別会計の歳入決算額は２８２,９６３,２９７円，歳出決算額は２７８,２２ 

２,９６７円であり，歳入歳出差引額は４,７４０,３３０円である。 

 

ア 歳入の状況 

  歳入については，予算現額２７９,３４６,０００円に対し２８７,４５０,０９９円を調定し， 

収入済額は２８２,９６３,２９７円，収入未済額は４,４８６,８０２円である。予算現額に対す 

る収入率は１０１.３％，調定額に対する収入率は，９８.４％であり，収入済額は，前年度より 

１１８,７３０円（０.１％）の増収である。 

  収入済額の主なものは，一般会計繰入金１９８,６０２,０００円，使用料７８,７０１,４４０ 

円である。 

収入未済額の主なものは使用料４,４８６,８０２円で，現年度分が１,４４１,４６６円，過年 

度分が３,０４５,３３６円である。不納欠損額はない。 

 

イ 歳出の状況 

  歳出については，予算現額２７９,３４６,００0円に対し，支出済額は２７８,２２２,９６７ 

円で，不用額は１,１２３,０３３円である。執行率は９９.６％であり，前年度より８１７,２５ 

７円（０.３％）の増加となっている。 

  支出済額の主なものは，公債費１８０,６６２,３２８円である。また，本会計の給料，職員手 

当等及び共済費の合計は１０,５７１,１０５円である。 

  不用額の主なものは，農業集落排水事業費１,１２１,３６１円である。 

  実質収支額は，歳入総額２８２,９６３千円から歳出総額２７８,２２３千円を差し引いた４, 

７４０千円である。 

  農業集落排水事業特別会計は，農業集落における，し尿，生活雑排水等の汚水，汚泥を処理 

する施設の整備及び維持管理事業を図るもので，報恩寺，大花羽，沖新田，大生郷，五箇の５ 

地区において，水処理センターの正常な機能の維持及び汚水処理施設の適正な維持管理を図っ 

た。 
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  当会計の基盤をなす重要な財源である使用料は，収入未済額が４,４８６,８０２円であり， 

滞納については，十分な調査を行い，臨戸徴収を行うなど今後の円滑な事業の運営に向け， 

なお一層の創意工夫と努力を望むものである。 

 

 

（８）自動車学校事業特別会計 

自動車学校事業特別会計の歳入歳出決算額は，次表のとおりである。 

（歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％ ％

155,075,000 145,468,957 145,468,957 0 0 93.8 100.0

１８ 年 度 160,032,000 158,969,579 158,969,579 0 0 99.3 100.0

差引増減 △ 4,957,000 △ 13,500,622 △ 13,500,622 0 0 △ 5.5 0.0

区　　分
収入率

１９ 年 度

   

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

155,075,000 145,460,845 0 9,614,155 93.8

１８ 年 度 160,032,000 152,314,010 0 7,717,990 95.2

差引増減 △ 4,957,000 △ 6,853,165 0 1,896,165 △ 1.4

１９ 年 度

区　 　分

  

自動車学校事業特別会計の歳入決算額は１４５,４６８,９５７円，歳出決算額は１４５,４６ 

０,８４５円であり，歳入歳出差引額は８,１１２円である。 

 

ア 歳入の状況 

  歳入については，予算現額１５５,０７５,０００円に対し１４５,４６８,９５７円が調定額ど 

おり収入されており，予算現額に対する収入率は９３.８％，調定額に対し１００.０％の収入率 

である。 

収入済額は，前年度より１３,５００,６２２円（８.５％）の減収である。 

  収入済額の主なものは，事業収入７９,２２８,６６０円，入校料２２,１０４,０００円等の諸 

収入３８,７０３,７４０円，基金繰入金２０,３２９,０００円である。収入未済額はない。 

 

イ 歳出の状況 

  歳出については，予算現額１５５,０７５,０００円に対し，支出済額は１４５,４６０,８４５ 

円で，不用額９,６１４,１５５円である。執行率は９３.８％であり，前年度より６,８５３,１６ 

５円（４.５％）の減少である。 

  支出済額の主なものは，教務費１０４,７４２,０２９円である。また，本会計の給料，職員手 

当等及び共済費の合計は９７,６６８,８４９円である。 

 

  実質収支額は，歳入総額１４５,４６９千円から歳出総額１４５,４６１千円を差し引いた８千 

円である。 

 

  自動車学校事業特別会計は，市営自動車学校の運営業務であり，少子高齢化に伴い初心者や 

高齢者の運転者が起こす交通事故の特徴，原因等を踏まえた教習等について検討し，安全で思 

いやりのある運転者の育成を目指した教習と講習を図った。 

  今後とも，安全で思いやりのある運転者の育成に寄与する本事業の推進に期待するものであ 

る。 
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４ 審査の意見 

 

（１） 財政収支の概要  （地方財政状況調査表より） 

 

ア 平成１９年度一般会計及び特別会計の総決算規模は，歳入決算総額３９,６１１,００２,

００５円，歳出決算総額３８,５０６,９５２,９６２円であり，形式収支は１,１０４,０４９,

０４３円である。ここから翌年度へ繰越すべき財源７０,９５０,０００円を控除した実質収

支は１,０３３,０９９,０４３円となっている。 

  その詳細は別表２のとおりである。 

 

イ 総計決算における決算規模を前年度と比較すると，一般会計では，歳入で２００,７５７,

０１８円（０.９％），歳出で８０,９９６,８０７円（０.４％）それぞれ増加している。また，

一般会計・特別会計を合わせた総決算規模では，歳入で９７４,９８０,０６０円（対前年度

比２.５％），歳出で９３６,１０９,５６５円（対前年度比２.５％）それぞれ増加している。 

 その詳細は別表１のとおりである。 

 

  ウ 総決算額には，一般会計と特別会計間における繰入金又は繰出金が含まれている。この

重複決算額は１,９２７,２８３,０００円であり，これを控除した純決算額は，歳入が３７,

６８３,７１９,００５円，歳出が３６,５７９,６６９,９６２円となっている。 

    その詳細は別表２のとおりである。 

 

（２）普通会計における財源の構成状況 

   本年度の普通会計歳入歳出決算における財源の構成状況は，次のとおりである。なお，

普通会計とは，総務省が定める基準により作成される統計上の会計で，本市においては，

一般会計と自動車学校事業特別会計を集約したものである。 

 

 ア 自主財源と依存財源 

市税，使用料，手数料，財産収入など自主的に調達し得る自主財源と国(県)支出金，地方

債などのように国(県)からの交付や許可を要する依存財源とに収入調達の拘束制の有無を

基準として分類するのは，財政基盤の安定性及び行政活動の自律性を図るためである。 

 

歳入決算額における自主財源と依存財源の構成状況は，次表のとおりである。 

 決 算 額　　　A 構成比  決 算 額　　　B 構成比  決 算 額（A-B)　 C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

12,423,474 57.3 11,335,610 52.7 1,087,864 9.6

依存財源 9,268,466 42.7 10,169,074 47.3 △ 900,608 △ 8.9

比較増減　

0.9187,256100.0100.0 21,504,684

平成１９年度 平成１８年度
区  　分

自主財源

計 21,691,940
  

 

本年度における自主財源は１２,４２３,４７４千円で，前年度と比較すると１,０８７,８ 

６４千円（９.６％）の増であり，構成比は５７.３％となっている。また，依存財源は９,

２６８,４６６千円で，前年度と比較すると９００,６０８千円（８.９％）の減であり，構

成比は４２.７％となっている。 
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自主財源と依存財源の科目別構成状況の比較は，次表のとおりである。 

（自主財源） 

 決 算 額　　　A 構成比  決 算 額　　　B 構成比  決 算 額（A-B)　 C C/B

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

10,491,183 48.4 9,446,231 43.9 1,044,952 11.1

分担金及び負担金 155,018 0.7 161,790 0.8 △ 6,772 △ 4.2

使 用 料 ・ 手 数 料 470,780 2.2 471,191 2.2 △ 411 △ 0.1

財 産 収 入 137,984 0.6 52,637 0.2 85,347 162.1

寄 付 金 1,770 0.0 2,809 0.0 △ 1,039 △ 37.0

繰 入 金 30,094 0.2 231,220 1.1 △ 201,126 △ 87.0

繰 越 金 588,615 2.7 394,302 1.8 194,313 49.3

諸 収 入 548,030 2.5 575,430 2.7 △ 27,400 △ 4.8

計 12,423,474 57.3 11,335,610 52.7 1,087,864 9.6

比較増減　

市 税

区分
平成１９年度 平成１８年度

 

（依存財源） 

 決 算 額　　　A 構成比  決 算 額　　　B 構成比  決 算 額（A-B)　 C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

491,297 2.3 997,736 4.6 △ 506,439 △ 50.8

利 子 割 交 付 金 32,247 0.1 24,544 0.1 7,703 31.4

配 当 割 交 付 金 33,358 0.2 29,693 0.1 3,665 12.3

株式等譲渡所得割交付金 17,968 0.1 20,169 0.1 △ 2,201 △ 10.9

地 方 消 費 税 交 付 金 681,152 3.1 684,478 3.2 △ 3,326 △ 0.5

ゴルフ場利用税交付金 42,245 0.2 40,797 0.2 1,448 3.5

自動車取得税交付金 213,258 1.0 214,055 1.0 △ 797 △ 0.4

地 方 特 例 交 付 金 73,129 0.3 258,615 1.2 △ 185,486 △ 71.7

地 方 交 付 税 2,771,619 12.8 3,120,225 14.5 △ 348,606 △ 11.2

交通安全対策特別交付金 13,307 0.1 14,086 0.1 △ 779 △ 5.5

国 庫 支 出 金 2,096,727 9.6 1,707,854 7.9 388,873 22.8

県 支 出 金 1,044,359 4.8 934,822 4.4 109,537 11.7

地 方 債 1,757,800 8.1 2,122,000 9.9 △ 364,200 △ 17.2

計 9,268,466 42.7 10,169,074 47.3 △ 900,608 △ 8.9

比較増減

地 方 譲 与 税

区分
平成１９年度 平成１８年度
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イ 一般財源と特定財源 

    歳入をどの経費にも自由に充当することのできる一般財源と使途が特定されている特定

財源に分類することは，行財政運営の自主性及び財政の弾力性を測るうえで重要である。 

    歳入決算額における一般財源と特定財源の構成状況は，次表のとおりである。 

 決 算 額　　　A 構成比  決 算 額　　　B 構成比  決 算 額（A-B)　 C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

14,847,456 68.4 14,836,543 69.0 10,913 0.1

100.0 187,256 0.9計 21,691,940 100.0 21,504,684

6,668,141 31.0 176,343 2.6

一 般 財 源

特 定 財 源 6,844,484 31.6

区分
平成１９年度 平成１８年度 比較増減

   本年度における一般財源は１４,８４７,４５６千円で，前年度比較すると１０,９１３千円 

（０.１％）の増であり，構成比６８.４％となっている。また，特定財源６,８４４,４８４

千円で，前年度と比較すると１７６,３４３千円（２.６％）の増であり，構成比は３１.６％

となっている。 

 

    一般財源と特定財源の科目別構成状況の比較は，次表のとおりである。 

（一般財源） 

 決 算 額　　　A 構成比  決 算 額　　　B 構成比  決 算 額（A-B)　 C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

10,491,183 48.4 9,446,231 44.3 1,044,952 11.1

地 方 譲 与 税 491,297 2.3 997,736 4.7 △ 506,439 △ 50.8

地 方 交 付 税 2,771,619 12.8 3,120,225 14.6 △ 348,606 △ 11.2

そ の 他 1,093,357 4.9 1,272,351 5.9 △ 178,994 △ 14.1

計 14,847,456 68.4 14,836,543 69.5 10,913 0.1

比較増減

市 税

区分
平成１９年度 平成１８年度

（特定財源） 

 決 算 額　　　A 構成比  決 算 額　　　B 構成比  決 算 額（A-B)　 C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

2,096,727 9.7 1,707,854 7.9 388,873 22.8

県 支 出 金 1,044,359 4.8 934,822 4.4 109,537 11.7

地 方 債 1,757,800 8.1 2,122,000 9.9 △ 364,200 △ 17.2

分担金及び負担金 155,018 0.7 161,790 0.8 △ 6,772 △ 4.2

使 用 料 ・ 手 数 料 470,780 2.2 471,191 1.8 △ 411 △ 0.1

財 産 収 入 137,984 0.6 52,637 0.2 85,347 162.1

そ の 他 1,181,816 5.5 1,217,847 5.4 △ 36,031 △ 3.0

計 6,844,484 31.6 6,668,141 30.5 176,343 2.6

比較増減

国 庫 支 出 金

区分
平成１９年度 平成１８年度

 ウ 経常的収入と臨時的収入 

    歳入を，毎年度継続的に確保される見込みのある経常的収入と特定の事由に基づく臨時

的収入に分類するのは，財政構造の安定性を知る指標として，経常支出との関連において

経常的収入の範囲内であることが重要な原則であり，歳入総額中に占めるこれらの財源の

割合を把握することは，収支の均衡と財政の弾力性を維持するうえでの判断要因となるか

らである。 
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    歳入決算における経常的収入と臨時的収入の構成状況は，次表のとおりである。 

（経常的収入と臨時的収入） 

 決 算 額　　　A 構成比  決 算 額　　　B 構成比  決 算 額（A-B)　   C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

16,826,966 77.6 16,557,727 77.0 269,239 1.6

100.0 187,256 0.9計 21,691,940 100.0 21,504,684

4,946,957 23.0 △ 81,983 △ 1.7

経常的収入

臨時的収入 4,864,974 22.4

区分
平成１９年度 平成１８年度 比較増減

    

    本年度の経常的収入は１６,８２６,９６６千円で，前年度と比較すると２６９,２３９千 

   円（１.６％）の増であり，構成比は７７.６％となっている。また，臨時的収入は４,８６

４,９７４千円で前年度と比較すると８１,９８３千円（１.７％）の減であり，構成比は２

２.４％となっている。 

 

エ 経常一般財源と経常特定財源 

    歳入構造の分析における一般財源及び経常的収入の指標性は極めて重要であるが，歳入

構造の安定性と弾力性を見極めるため，更に市税，地方譲与税，地方交付税などの一般財

源とされる経常的収入の合算額の標準財政規模に対する割合によって，財政の自主性と収

入の安定性を測定しようとするものである。 

 

    歳入決算額における経常一般財源と経常特定財源の構成状況は，次表のとおりである。 

（経常一般財源と経常特定財源） 

 決 算 額　　　A 構成比  決 算 額　　　B 構成比  決 算 額（A-B)　   C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

13,976,177 83.1 13,900,799 84.0 75,378 0.5

100.0 269,239 1.6計 16,826,966 100.0 16,557,727

2,656,928 16.0 7.3

経常一般財源

経常特定財源 2,850,789 16.9 193,861

区分
平成１９年度 平成１８年度 比較増減

  

本年度における経常一般財源は１３,９７６,１７７千円で，前年度より７５,３７８千円

（０.５％）の増であり，構成比は８３.１％となっている。また，経常特定財源は２,８５

０,７８９千円で，前年度より１９３,８６１千円（７.３％）の増であり，構成比は１６.９％ 

となっている。 

 

    通常，歳入構造の弾力性を見る基準として経常一般財源比率が用いられているが，この

指数は，地方公共団体が通常水準の行政活動を行ううえで必要な一般財源の総額（標準財

政規模）に対する毎年度経常的に収入される一般財源の割合で算出されるものであるが，

この数値は，１００.０％を超える度合いが高いほど，経常一般財源に余裕があることを示

しており，本年度の経常一般財源比率は９８.３％となっている。 

 

（３）普通会計における経費の性質別構成状況 

   本年度の普通会計歳入歳出決算における経費の性質別構成状況は，次のとおりである。 

 

ア 経常的経費と臨時的経費 

   経常的経費は，毎年度形常的に支出される人件費，物件費等の経費で，行政活動を行う

ために必要な一種の固定的経費である。これに対し，臨時的経費は，突発的ないし一時的

な行政需要に対して支出される普通建設事業費，災害復旧事業費等の経費，又は，支出の
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形態に規則がない経費であって，財源の変動に応じて支出を調整することが比較的容易な

経費である。収入の均衡を確保し，財政の健全性を維持するには，経常的収入を経常的経

費に充当してもなお余裕があり，経済の変動による収入の減があっても，この余裕により

賄われ，経常的経費充当残余の経常的収入と臨時的収入が臨時的経費に均衡するかこれを

超えることが必要であり，財政構造の健全性を判断する基本的な要素としている。 

 

   歳出決算における経常的経費と臨時的経費の構成状況は，次表のとおりである。 

 決 算 額　　　A 構成比  決 算 額　　　B 構成比  決 算 額（A-B)　   C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

16,512,971 78.7 16,502,567 78.9 10,404 0.1

100.0 74,145 0.4計 20,990,214 100.0 20,916,069

4,413,502 21.1 63,741 1.4

経 常 的 経 費

臨 時 的 経 費 4,477,243 21.3

区分
平成１９年度 平成１８年度 比較増減

   

 

本年度における経常的経費は，１６,５１２,９７１千円で，前年度と比較すると１０,４０ 

  ４千円（０.１％）の増であり，構成比は，７８.７％となっている。また，臨時的経費は４, 

４７７,２４３千円で，前年度と比較すると６３,７４１千円（１.４％）の増であり，構成比 

は２１.３％となっている。 

 

   経常的経費と臨時的経費の費目別構成状況の前年度との比較は，次表のとおりである。 

（経常的経費） 

決 算 額 決 算 額
構 成 比 構 成 比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

4,580,022 21.8 4,721,439 22.6 △ 141,417 △ 3.0

物 件 費 2,140,828 10.2 2,122,251 10.1 18,577 0.9

維持補修費 143,042 0.7 157,197 0.7 △ 14,155 △ 9.0

扶 助 費 2,552,190 12.1 2,398,637 11.5 153,553 6.4

補 助 費 等 3,159,969 15.1 3,213,071 15.4 △ 53,102 △ 1.7

公 債 費 2,384,809 11.4 2,392,358 11.4 △ 7,549 △ 0.3

その他経費 1,552,111 7.4 1,497,614 7.2 54,497 3.6

計 16,512,971 78.7 16,502,567 78.9 10,404 0.1

人 件 費

区分
平成１９年度 平成１８年度 比較増減

決 算 額　　　　　A 決 算 額　　　　　B 決 算 額(A-B)     C　 C/B

 
 

（臨時的経費） 

決 算 額 決 算 額
構 成 比 構 成 比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

2,710,214 12.9 2,840,020 13.6 △ 129,806 △ 4.6

普通建設事業費 2,710,214 12.9 2,840,020 13.6 △ 129,806 △ 4.6

災害復旧事業費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

1,767,029 8.4 1,573,482 7.5 193,547 12.3

4,477,243 21.3 4,413,502 21.1 63,741 1.4

建 設 事 業 費

そ の 他 経 費

計

区分
平成１９年度 平成１８年度 比較増減

決 算 額　　　　　A 決 算 額　　　　　B 決 算 額(A-B)    C　　　　 C/B
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 イ 義務的経費と任意的経費 

    義務的経費は，性質別経費のうち義務的・非弾力的性格の強い経費で，一般には人件費， 

扶助費及び公債費を指し，任意的経費は，市が任意的に支出できる経費である。歳出の構

成比において，義務的経費の占める割合が大きい場合にあっては，経常的経費の増大化傾

向が強く，歳出構造の改善や収支の均衡を保持するうえでの障害となるので，その状況に

ついて十分な留意が必要である。 

   

  歳出決算額における義務的経費と任意的経費の構成状況は，次表のとおりである。 

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

9,663,895 46.0 9,684,827 46.3 △ 20,932 △ 0.2

任意的経費 11,326,319 54.0 11,231,242 53.7 95,077 0.8

計 20,990,214 100.0 20,916,069 100.0 74,145 0.4

比較増減

決 算 額　　　　　A 構 成 比 決 算 額　　　　　B 構 成 比 決 算 額(A-B)   C　 C/B

義務的経費

区分
平成１９年度 平成１８年度

 

本年度の義務的経費は，９,６６３,８９５千円で，前年度と比較すると２０,９３２千円

（０.２%）の減であり，構成比は４６.０％となっている。また，任意的経費は１１,３２６,

３１９千円で，前年度より９５,０７７千円（０.８％）の増であり，構成比は５４.０％と

なっている。 

 

ウ 消費的経費と投資的経費 

   消費的経費は，人件費や物件費等のように経費支出の効果が当該年度又は極めて短期間

で終わるものであり，投資的経費は，普通建設事業費のように支出の効果が資本的形成に

向けられ，施設等が将来に残るものに支出される経費ということを基準とした経費区分で

あり，経費の経済的機能を検討する尺度として用いられる。 

 

   歳出決算における消費的経費と投資的経費の構成状況は，次表のとおりである。 

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

7,606,076 36.2 7,576,613 36.2 29,463 0.4

投資的経費 2,710,214 12.9 2,840,020 13.6 △ 129,806 △ 4.6

その他経費 10,673,924 50.9 10,499,436 50.2 174,488 1.7

計 20,990,214 100.0 20,916,069 100.0 74,145 0.4

 比較増減

決 算 額　　　　　A 構 成 比 決 算 額　　　　　B 構 成 比 決 算 額(A-B)  C　 C/B

消費的経費

区分
平成１９年度 平成１８年度

 

 

本年度の消費的経費は７,６０６,０７６千円で，前年度と比較すると２９,４６３千円（０.

４％）の増であり，構成比は３６.２％となっている。また，投資的経費は２,７１０,２１４

千円で，前年度と比較すると１２９,８０６千円（４.６％）の減であり，構成比は１２.９％

となっている。 

 

（４）普通会計における財政構造の分析 

  

 ア 経常収支比率 

   経常収支比率は，一般財源によって賄われる経常経費に経常的収入である一般財源がど

の程度充当されているか，即ち，人件費，扶助費，公債費などのように容易に縮減するこ

との困難な義務的性格の強い経費に，市税や地方交付税を中心とする経常的一般財源収入

がどの程度消費されているか，その大きさによって財政構造の弾力性を測定しようとする

ものである。 
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   本年度の経常収支比率は９７.０％であり，この比率は，都市にあっては８０.０％を超え

ると財政構造の弾力性が失われ，硬直化の危険性があるとみなされている。 

 

イ 財政力指数 

   財政力指数は，地方交付税法の規定により算定される基準財政収入額を基準財政需要額

で除して得た数値の過去３か年度の平均値をいう。基準財政収入額は，通常標準的に徴収

し得る税収入のうち基準財政需要額として算定された標準的な財政支出との見合いの額で，

基準財政需要額に対する基準財政収入額の不足分は普通地方交付税によって補われる。し

たがって，財政力指数「１」に近く，あるいは「１」を超えるほど財政力が強いとされて

いる。 

   財政力指数は０.８３であり，基準財政収入額は９,０４５,００５千円，基準財政需要額は

１０,５２２,９７６千円となっている。 

 

 ウ 公債費比率 

   公債費比率は，地方債の元利償還金に充当された一般財源の標準財政規模に対する比率

であり，一般的に１０％未満が健全で１５％を超えると要注意，２０％を超えると危険と

いわれている。 

   本年度の公債費比率は１１.９％であり，今後とも新規起債に当たっては，起債対象事業

の効果を十分勘案し，高比率とならないよう慎重な配慮が肝要である。 

 

 エ 実質収支比率 

   実質収支比率は，標準財政規模に対する実質収支額の割合を示すもので，財政収支の均

衡を判断する指標として用いられる。この比率は，地方公共団体の財政規模やその年度の

景況等によって，一概にはいえないが３％～５％程度が望ましいとされている。 

   本年度の実質収支比率は４.４％である。 

 

 

   以上が財政構造の分析結果であるが，これら４つの指数から本市の財政運営状況は，健

全性の確保に努められているが，財政の硬直化を示す指数も現われているので注意を要す

る状態にある。住民福祉の充実向上を図り，財政の健全性を維持していくためには，収支

均衡の保持と経済の変動や行政内容の変化に対応できる弾力性の確保が一体となった行政

活動を安定的に継続できる条件を整備することが基底をなすものであり，今後とも財政構

造の弾力性に一層の努力を望むものである。 
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５ 実質収支に関する調書 

 一般会計及び各特別会計の実質収支に関する調書について審査した結果，その計数は正確である

と認められた。 

 

 

６ 財産に関する調書 

  一般会計及び各特別会計の財産に関する調書について審査した結果，その計数は正確である

と認められた。 

 

 

７ 基金の運用状況 

（１）用品調達基金 

ア 現金 

① 収入 

（単位　円）

区　　分 金　　額 備　　考

用品払出回収金 13,406,744

前年度繰越金 2,004,428

一般会計繰入金 0

収入合計 15,411,172
 

    ② 支出 

     

（ 単 位 　 円 ）

区 　 　 分 金 　 　 額 備 　 　 考

用品調達費 11,795,791 用品購入代

一般会計繰出金 1,030,747

支出合計 12,826,538

 

収入支出差引残高  ２,５８４,６３４円 

 

イ 動産 

①  貯蔵物品（取得価格で評価） 

     

区　　分 受入 払出 残高

前年度より繰越 1,995,572

年度中購入 11,795,791

合   計 13,791,363 12,375,997 1,415,366

（単位　円）

 

受入払出差引残高  １,４１５,３６６円 

 

ウ 決算年度末における基金の状況 

現 金    ２,５８４,６３４円 

動 産    １,４１５,３６６円 

合 計    ４,０００,０００円 
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   現金については，３月分の例月出納検査時における銀行の残高証明書及び収支日計表の

差引残高と同額であることを確認した。また，動産については，３月３１日に貯蔵品を抽

出し在庫数を確認しており，その在庫数が物品出納帳と同数であること，また，運用状況

調書の動産の残高額が正確であることを確認した。 

   本基金は条例により，基金の額は４００万円以内であるが，３月３１日現在において，

現金２,５８４,６３４円，動産（貯蔵物品）１,４１５,３６６円の合計４,０００,０００

円である。 

 

（２）土地開発基金 

 

面 積 価 額 面 積 価 額 面 積 価 額 面 積 価 額

土　地 31,685.74㎡ 444,920,417円 8436.19㎡ 235,149,950円 0 ㎡ 0 円 40,121.93㎡ 680,070,367円

現　金

合  計

236,113,631 円

236,113,631 円

　6,909,050円

　686,979,417円

241,095,000円

686,015,417円

1,927,681円

237,077,631円

区　分
前年度末現在高 決算年度末現在高

増 減

決算年度中増減高

 

   本基金の年度末状況は，現金６,９０９,０５０円，土地４０,１２１.９３㎡，６８０,

０７０,３６７円である。現金については，３月分の例月出納検査時における銀行の残高証

明書及び収支日計表の差引残高と同額であることを確認した。 

 

 （３）茨城県収入証紙購入基金 

円 枚 円 枚 円 枚 円 枚 円

50 118 5,900 0 0 2 100 116 5,800

100 205 20,500 0 0 9 900 196 19,600

200 68 13,600 150 30,000 134 26,800 84 16,800

300 71 21,300 50 15,000 53 15,900 68 20,400

500 65 32,500 100 50,000 91 45,500 74 37,000

1,000 61 61,000 100 100,000 91 91,000 70 70,000

2,000 110 220,000 250 500,000 257 514,000 103 206,000

5,000 127 635,000 50 250,000 63 315,000 114 570,000

10,000 93 930,000 400 4,000,000 350 3,500,000 143 1,430,000

計 918 1,939,800 1,100 4,945,000 1,050 4,509,200 968 2,375,600

2,624,400

5,000,000

現　　金

合　　計

3,060,200

5,000,000

収
入
証
紙
種
別

前年度末現在高 決算年度末現在高
増 減

決算年度中増減高
区分

 

年度末の本基金の状況は，現金２,６２４,４００円，収入証紙額面２,３７５,６００円

で，合計５,０００,０００円であり，条例における基金の額５００万円以下に該当する。

現金については，３月分の例月出納検査時における銀行の残高証明書及び収支日計表の差

引残高と同額であることを確認した。また，収入証紙の残高についても，３月３１日に現

品を確認しており，数量，額面ともに運用状況調書のとおりであることを確認した。 
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（４）文化・スポーツ振興基金 

事業収入
一般会計
繰  入  金

預金利子 計 事業支出
一般会計
繰  出  金

計

現金 37,094,060 11,093,864 112,276 84,123 11,290,263 6,331,001 112,276 6,443,277 41,941,046

債権 0 0 0 28,153 28,153 0 0 0 28,153

合計 37,094,060 11,093,864 112,276 112,276 11,318,416 6,331,001 112,276 6,443,277 41,969,199

区分
前年度末
現在高

決算年度
末現在高

(単位　円）

減増

決算年度中増減高

 

    本基金の年度末現在高は，現金４１,９４１,０４６円，債権２８,１５３円，計４１,９

６９,１９９円である。現金については，３月分の例月出納検査時における銀行の残高証明

書及び収支日計表の差引残高と同額であることを確認した。基金運用による益金は，現金

に対する利子であり，この益金は，条例の定めるところにより一般会計予算に計上して整

理されている。 

 

（５）奨学資金貸与基金 

(単位　円）

返還金
一 般 会 計
繰 入 金

寄付金 預金利子 計 貸付金
一 般 会 計
繰 出 金

計

現  金 22,155,434 3,571,200 0 2,210,000 40,311 5,821,511 7,440,000 40,311 7,480,311 20,496,634

債  権 23,561,000 △ 3,571,200 40,311 0 0 △ 3,530,889 △ 7,440,000 0 △ 7,440,000 27,470,111

合 計 45,716,434 0 40,311 2,210,000 40,311 2,290,622 0 40,311 40,311 47,966,745

区 分
決算年度
末現在高

減前 年 度 末
現 在 高

決　算  年  度　中  増　減　高

増

    本基金の年度末現在高は，現金２０,４９６,６３４円，債権２７,４７０,１１１円，計４ 

   ７,９６６,７４５円である。現金については，３月分の例月出納検査時における銀行の残高

証明書及び収支日計表の差引残高と同額であることを確認した。年度中に，３,５７１,２０

０円の返還と７,４４０,０００円の貸し付けであり，現金が１,６５８,８００円減少し，債

権が３,９０９,１１１円増加した。 

 

 

 

８ むすび 

平成１９年度決算審査について，その概要を述べたが，景気は，原油高騰やサブプライムロ 

ーン問題等により個人消費が伸び悩み，すでに下降局面にある。国は骨太の方針により歳入，

歳出の一体改革等の確実な実施を図り人件費，投資的経費，社会保障費等を厳しく抑制し，地

方自治体の行財政運営は，今後とも極めて厳しい状況におかれることが予想される。また，昨

年に施行された地方分権改革推進法は，さらなる権限委譲の推進とともに，基礎的自治体につ

いて体制強化が求められており，改めて地方公共団体の自己責任の一層の強化，行政機能・体

制の効率的再整備及び確立等に向けた積極的な取り組みが求められている。 

このような状況のもと，本市の平成１９年度当初予算の編成に当っては，新たな財源が期待 

できず，ひっ迫する財政状況を直視した各種施策の見直しを行うなど，行財政の改革の推進を 

図り，関連予算を計上している。 

本年度の財政状況については，合併して２年が経つが，好転しているという指標は，特に見 

あたらない。 
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財政力指数は，３年間の平均値が「１」に近いほど財政力が強いといわれ，同指数は０.８ 

３で，前年度に比べ０.０３３ポイント改善されたが，財政力の好転は望めない。 

経常収支比率は，財政構造の弾力性を示すもので，比率が低いほど良く，８０％を超え 

る場合は，財政の弾力性が失われつつあるとされ，同比率は９７.０％（減税補てん債を除く）

で前年度に比べ２.１ポイント改善されたが，財政の硬直化は否めない。 

また，経常一般財源比率は「１００」を超えるほど，経常一般財源に余裕があるとされており， 

同比率は９８.３％で，前年度に比べ２.７ポイント低下している。 

義務的経費の中でも特に弾力性の乏しい公債費の状況を把握する指標である起債制限比率は 

９.４％，前年度に比べ０.３ポイント，公債比率は１１.９％，前年度に比べ０.９ポイントそ 

れぞれ低くなり，財政の弾力化に向かう兆しの指数も示されている。また，地方債の協議制度 

において許可団体への移行に係る基準に用いられる財政指標である実質公債費比率は，前年度 

に比べ１.６ポイント低く１３.１％と改善されているが，依然として，本市の財政運営が借入 

金に依存している割合が高いことを示している。昨年成立した「地方公共団体の財政の健全化 

に関する法律」による実質赤字比率を始めとする新たな財政指標である健全化判断比率の導入 

などにより，早期の財政健全化が求められることになる。 

本市の１９年度末の普通会計の地方債残高は２４,７７０,５５８千円で前年度より８３,３ 

７７千円（０.３％）減少しているものの，起債制限比率，実質公債比率は高く，経常収支比 

率も依然として高い水準にある。今後とも未償還残高の削減に十分配慮するとともに，その財 

源確保にも鋭意努力し，市債の適正管理や経常経費の抑制により，財政構造の健全化に努めら 

れるよう望むものである。 

今後の市政運営に当っては，特に，市税や国保税等の徴収率の向上や収入未済額の縮減を図 

る等，歳入の確保に向けて一層の努力をされるとともに，将来の財政負担を考慮し，合併に伴 

う各種事務事業の調整課題を含めて，事務事業の廃止・見直しをはじめとして，組織機構の簡素・ 

効率化，給与の適正化，職員定数管理，職員の資質・モラルの向上等，行財政改を推進し，新 

市建設計画を基本とする新たな総合計画の推進が着実に図られるように，引き続き財源の確保 

と重点的かつ効率的な配分を図り，限られた財源を有効に活用するなかで，市民と行政との協 

働による街づくりの推進に努め，市政運営の透明性や市民の理解と協力を得ながら，更なる市 

政の発展と住民の福祉の増進が図られることを望むものである。 

 

 

  



 

資 料 



平成１９年度 平成１８年度 比較増減 増減率 平成１９年度 平成１８年度 比較増減 増減率

　　　　　　   　A 　　　　　　 　  B  (A-B)        C              C/B 　　　　　　   　A 　　　　　　   　B  (A-B)         C              C/B

円 円 円 ％ 円 円 円 ％

21,546,470,788 21,345,713,770 200,757,018 0.9 20,844,751,904 20,763,755,097 80,996,807 0.4

 　特　　　別　　　会　　　計 18,064,531,217 17,290,308,175 774,223,042 4.5 17,662,201,058 16,807,088,300 855,112,758 5.1

7,459,381,097 6,959,959,124 499,421,973 7.2 7,208,643,043 6,674,321,290 534,321,753 8.0

5,363,245,735 5,508,607,187 △ 145,361,452 △ 2.6 5,300,356,941 5,487,502,487 △ 187,145,546 △ 3.4

3,056,456,164 2,911,542,248 144,913,916 5.0 3,006,795,993 2,833,172,555 173,623,438 6.1

1,119,500 0 1,119,500 0.0 1,006,250 0 1,006,250 0.0

1,420,050,539 1,301,873,584 118,176,955 9.1 1,395,647,289 1,234,875,635 160,771,654 13.0

335,845,928 166,511,886 169,334,042 101.7 326,067,730 147,496,613 178,571,117 121.1

282,963,297 282,844,567 118,730 0.0 278,222,967 277,405,710 817,257 0.3

145,468,957 158,969,579 △ 13,500,622 △ 8.5 145,460,845 152,314,010 △ 6,853,165 △ 4.5

歳　　入　　決　　算　　額

介 護 保 険

会　 　計　　 別

　 一　　　般　　　会　　　計

国 民 健 康 保 険

介 護 サ ー ビ ス 事 業

別表１　　会計別歳入歳出決算額前年度比較表

2.5合　　　　　　　計

公 共 下 水 道 事 業

大生郷特定公共下水道
事 業

農 業 集 落 排 水 事 業

自 動 車 学 校 事 業

歳　　出　　決　　算　　額

老 人 保 健

974,980,06038,636,021,94539,611,002,005 936,109,56537,570,843,39738,506,952,9622.5



別表２　　一般会計・特別会計決算及び純計決算書

翌 年 度 へ 実 質 収 支 額
繰越すべき財源 重複決算控除額 純 歳 入 額 重複決算控除額 純 歳 出 額

　　　　　　　D 　E (C-D) 　（繰入金）　F 　　G (A-F） 　（繰出金）　H 　　I (B-H）
　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円

21,546,470,788 20,844,751,904 701,718,884 65,227,000 636,491,884 0 21,546,470,788 1,927,283,000 18,917,468,904

18,064,531,217 17,662,201,058 402,330,159 5,723,000 396,607,159 1,927,283,000 16,137,248,217 0 17,662,201,058

7,459,381,097 7,208,643,043 250,738,054 0 250,738,054 420,000,000 7,039,381,097 0 7,208,643,043

5,363,245,735 5,300,356,941 62,888,794 0 62,888,794 456,259,000 4,906,986,735 0 5,300,356,941

3,056,456,164 3,006,795,993 49,660,171 0 49,660,171 478,643,000 2,577,813,164 0 3,006,795,993

1,119,500 1,006,250 113,250 0 113,250 489,000 630,500 0 1,006,250

1,420,050,539 1,395,647,289 24,403,250 5,723,000 18,680,250 373,290,000 1,046,760,539 0 1,395,647,289

335,845,928 326,067,730 9,778,198 0 9,778,198 0 335,845,928 0 326,067,730

282,963,297 278,222,967 4,740,330 0 4,740,330 198,602,000 84,361,297 0 278,222,967

145,468,957 145,460,845 8,112 0 8,112 0 145,468,957 0 145,460,845

36,579,669,96237,683,719,0051,104,049,043 70,950,000 1,033,099,043

自 動 車 学 校 事 業

合　　　　　　計 39,611,002,005

公 共 下 水 道 事 業

大生郷特定公共下水道事業

農 業 集 落 排 水 事 業

38,506,952,962

純　　計　　決　　算　　表

歳入額　　A 歳出額　　B 差引額　　C
歳　　　入 歳　　　出

総　　計　　決　　算　　表

1,927,283,000 1,927,283,000

　　　会 　　　　計　　　　 別　　　　

　一　　　般　　　会　　　計　　

　特　　　別　　　会　　　計　　

介 護 サ ー ビ ス 事 業

国 民 健 康 保 険

老 人 保 健

介 護 保 険



別表　３　

処 分 額 件 数
円 件

55,272,085 3,381 　　地方税法　第１５条の７　第１項 　第１号　1,476件　　

94,206,607 2,120

944,400 237 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第３号　　   8件　　

0 0 　　   　　　　　 　第１８条　  　第１項             4,231件　　

4,927,852 -

155,350,944 5,738

処 分 額 件 数
円 件

　　地方税法　第１５条の７　第１項　 第１号　  147件　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第２号　　　 3件　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第３号　    10件　　
　　　　　　　　　  第１８条     　第１項　　         4,551件　　

処 分 額 件 数
円 件

　　介護保険法　第２００条　第１項　　　　　　  105件　　

不納欠損処分状況　　〔　 介 護 保 険 　 〕

区　　　　分 調 定 額
欠 損 処 分 の 状 況

重　　　た　　　る　　　事　　　由

介 護 保 険 料

円

529,587,775 2,296,800 105

国　民　健　康　保　険　税

不納欠損処分状況　　〔　国民健康保険　〕

区　　　　分 調 定 額

3,749,866,135

重　　　た　　　る　　　事　　　由

円

103,582,291 4,771

欠 損 処 分 の 状 況

278,559,890

11,588,121,007

市 町 村 た ば こ 税 537,657,109

重　　　た　　　る　　　事　　　由

5,295,145,806

円

軽 自 動 車 税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第２号　    23件　　

不納欠損処分状況　　〔　 市　　　 　　税 　〕

区　　　　分

固 定 資 産 税

欠 損 処 分 の 状 況

都 市 計 画 税

合　　　　計

調 定 額

市 民 税

5,353,054,702

123,703,500



別表別表別表別表４４４４（（（（特別会計特別会計特別会計特別会計））））    

    

（１） 国民健康保険特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

１　国民健康
　　保険税

2,481,117,000 3,749,866,135 2,610,672,154 103,582,291 1,035,611,690 105.2 69.6

２　手数料 10,000 4,539,400 1,321,100 236,150 2,982,150 13,211.0 29.1

３　国庫支出金 1,978,749,000 1,889,301,106 1,889,301,106 0 0 95.5 100.0

４　療養給付費
　　交付金

1,016,691,000 1,017,616,426 1,017,616,426 0 0 100.1 100.0

５　県支出金 357,970,000 360,641,191 360,641,191 0 0 100.7 100.0

６　共同事業
　　交付金

800,742,000 844,704,966 844,704,966 0 0 105.5 100.0

７　財産収入 52,000 50,079 50,079 0 0 96.3 100.0

８　繰入金 420,000,000 420,000,000 420,000,000 0 0 100.0 100.0

９　繰越金 285,638,000 285,637,834 285,637,834 0 0 100.0 100.0

10 諸収入 18,353,000 29,436,241 29,436,241 0 0 160.4 100.0

合　　計 7,359,322,000 8,601,793,378 7,459,381,097 103,818,441 1,038,593,840 101.4 86.7

収入未済額
収入割合

区　　　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額

  
 

 

イ 歳出の決算状況 

  

区　　　分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率
円 円 円 円 ％

１　総務費 178,877,000 175,765,010 0 3,111,990 98.3

２　保険給付費 4,688,719,000 4,613,465,158 0 75,253,842 98.4

３　老人保健拠出金 1,127,978,000 1,127,977,300 0 700 100.0

４　介護納付金 444,522,000 443,426,333 0 1,095,667 99.8

５　共同事業拠出金 800,752,000 778,388,496 0 22,363,504 97.2

６　保健事業費 18,013,000 15,699,859 0 2,313,141 87.2

７　基金積立金 52,000 51,000 0 1,000 98.1

８　公債費 26,000 0 0 26,000 0.0

９　諸支出金 57,668,000 53,869,887 0 3,798,113 93.4

10 予備費 42,715,000 0 0 42,715,000 0.0

合　　　計 7,359,322,000 7,208,643,043 0 150,678,957 98.0
 

 

 

    

    

    

    



   

（２）老人保健特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定

円 円 円 ％ ％

１　支払基金交付金 2,891,925,000 2,738,406,000 2,738,406,000 94.7 100.0

２　国庫支出金 1,769,760,000 1,716,308,163 1,716,308,163 97.0 100.0

３　県支出金 442,021,000 423,523,272 423,523,272 95.8 100.0

４　繰入金 456,259,000 456,259,000 456,259,000 100.0 100.0

５　繰越金 10,000,000 21,104,700 21,104,700 211.0 100.0

６　諸収入 1,506,000 7,644,600 7,644,600 507.6 100.0

　　　合　　　　　　計 5,571,471,000 5,363,245,735 5,363,245,735 96.3 100.0

収入割合
区　　　　　分 予算現額 調定額 収入済額

 

 

イ 歳出の決算状況 

 

区　　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

1 　総務費 15,627,000 14,473,889 1,153,111 92.6

２　医療諸費 5,545,543,000 5,276,936,666 268,606,334 95.2

３　諸支出金 9,227,000 8,946,386 280,614 97.0

４　予備費 1,074,000 0 1,074,000 0.0

合       計 5,571,471,000 5,300,356,941 271,114,059 95.1
 

 

    

（３）介護保険特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定
円 円 円 円 円 ％ ％

１　保険料 512,411,000 529,587,775 512,474,400 2,296,800 14,816,575 100.0 96.8

２　使用料及び
    手数料

80,000 327,200 113,900 23,150 190,150 142.4 34.8

３　国庫支出金 665,609,000 673,431,060 673,431,060 0 0 101.2 100.0

４　支払基金
    交付金

880,682,000 863,423,000 863,423,000 0 0 98.0 100.0

５　県支出金 421,359,000 424,473,712 424,473,712 0 0 100.7 100.0

６　財産収入 682,000 850,410 850,410 0 0 124.7 100.0

７　繰入金 512,838,000 498,643,000 498,643,000 0 0 97.2 100.0

８　繰越金 78,369,000 78,369,693 78,369,693 0 0 100.0 100.0

９  諸収入 307,000 4,676,989 4,676,989 0 0 1,523.4 100.0

合   計 3,072,337,000 3,073,782,839 3,056,456,164 2,319,950 15,006,725 99.5 99.4

収入未済額
収入割合

区   分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額

 

 

 



   

 イ 歳出の決算状況 

 

区　　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

１　総務費 157,638,000 150,598,617 7,039,383 95.5

２　保険給付費 2,832,351,000 2,781,856,472 50,494,528 98.2

３　地域支援事業費 45,073,000 38,530,914 6,542,086 85.5

４　基金積立金 5,209,000 5,209,000 0 100.0

５　諸支出金 31,044,000 30,600,990 443,010 98.6

６　予備費 1,022,000 0 1,022,000 0.0

合　　　計 3,072,337,000 3,006,795,993 65,541,007 97.9
 

 

（４） 介護サービス事業費 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定
円 円 円 円 円 ％ ％

1 　ｻｰﾋﾞｽ収入 699,000 630,500 630,500 0 0 90.2 100.0

２　繰入金 489,000 489,000 489,000 0 0 100.0 100.0

合       計 1,188,000 1,119,500 1,119,500 0 0 94.2 100.0

収入割合
区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額

    

 

イ 歳出の決算状況 

区　　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

1 　総務費 398,000 396,250 1,750 99.6

２　事業費 760,000 610,000 150,000 80.3

３　予備費 30,000 0 30,000 0.0

合       計 1,188,000 1,006,250 181,750 84.7
    

    

（５）公共下水道事業特別会計 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定
円 円 円 円 ％ ％

１　負担金 79,223,000 102,451,950 79,626,690 22,825,260 100.5 77.7

２　使用料及び
　　手数料

111,287,000 114,451,777 112,791,870 1,659,907 101.4 98.5

３　国庫支出金 258,650,000 258,650,000 230,270,000 28,380,000 89.0 89.0

４　県支出金 2,600,000 2,300,000 2,300,000 0 88.5 100.0

５　繰入金 373,290,000 373,290,000 373,290,000 0 100.0 100.0

６　繰越金 66,997,000 66,997,949 66,997,949 0 100.0 100.0

７　諸収入 9,476,000 9,474,030 9,474,030 0 100.0 100.0

８　市債 599,900,000 599,900,000 545,300,000 54,600,000 90.9 90.9

合   計 1,501,423,000 1,527,515,706 1,420,050,539 107,465,167 94.6 93.0

収   入
未済額

収入割合
区  分 予算現額 調定額 収入済額

 



   

イ 歳出の決算状況 

 

区     分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

円 円 円 円 ％

１　公共下水道
　　事業費

1,081,988,000 977,300,278 91,275,000 13,412,722 90.3

２　公債費 418,348,000 418,347,011 0 989 100.0

３　予備費 1,087,000 0 0 1,087,000 0.0

合     計 1,501,423,000 1,395,647,289 91,275,000 14,500,711 93.0
 

 

    

（６）大生郷特定公共下水道事業特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定
円 円 円 円 円 ％ ％

１　負担金 545,000 1,671,200 1,671,200 0 0 306.6 100.0

２　使用料及び
    手数料

80,403,000 71,292,167 70,920,050 372,117 0 88.2 99.5

３　国庫支出金 60,200,000 60,200,000 56,800,000 0 3,400,000 94.4 94.4

４　財産収入 1,945,000 461,005 461,005 0 0 23.7 100.0

５　繰入金 103,000,000 85,000,000 85,000,000 0 0 82.5 100.0

６　繰越金 19,015,000 19,015,273 19,015,273 0 0 100.0 100.0

７　諸収入 38,000 2,578,400 2,578,400 0 0 6,785.3 100.0

８　市債 105,400,000 105,400,000 99,400,000 0 6,000,000 94.3 94.3

合   計 370,546,000 345,618,045 335,845,928 372,117 9,400,000 90.6 97.2

収入未済額
収入割合

区   分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額

 

 

 イ 歳出の決算状況 

 

区　　　分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

円 円 円 円 ％

１　特定公共下水道
　　事業費

364,114,000 325,272,451 15,300,000 23,541,549 89.3

２  公債費 1,202,000 795,279 0 406,721 66.2

３　予備費 5,230,000 0 0 5,230,000 0.0

合　　　計 370,546,000 326,067,730 15,300,000 29,178,270 88.0
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

（７）農業集落排水事業特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定

円 円 円 円 ％ ％

１　使用料 75,305,000 83,188,242 78,701,440 4,486,802 104.5 94.6

２　繰入金 198,602,000 198,602,000 198,602,000 0 100.0 100.0

３　繰越金 5,438,000 5,438,857 5,438,857 0 100.0 100.0

４　諸収入 1,000 221,000 221,000 0 22,100.0 100.0

合　　計 279,346,000 287,450,099 282,963,297 4,486,802 101.3 98.4

収入未済額
収入割合

区　　分 予算現額 調定額 収入済額

  
 

イ 歳出の決算状況 

 

区　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

１　農業集落排水事業費 98,682,000 97,560,639 1,121,361 98.9

２　公債費 180,664,000 180,662,328 1,672 100.0

３　予備費 0 0 0 0.0

合　　計 279,346,000 278,222,967 1,123,033 99.6
 

 

 

（８）自動車学校事業特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

 

対予算 対調定
円 円 円 円 ％ ％

１　事業収入 82,259,000 79,228,660 79,228,660 0 96.3 100.0

２　財産収入 224,000 551,988 551,988 0 246.4 100.0

３　繰入金 20,329,000 20,329,000 20,329,000 0 100.0 100.0

４　繰越金 6,655,000 6,655,569 6,655,569 0 100.0 100.0

５　諸収入 45,608,000 38,703,740 38,703,740 0 84.9 100.0

合   計 155,075,000 145,468,957 145,468,957 0 93.8 100.0

収   入
未済額

収入割合
区  分 予算現額 調定額 収入済額

 

 

イ 歳出の決算状況 

 

区     分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

１　総務費 43,189,000 40,718,816 2,470,184 94.3

２　教務費 108,950,000 104,742,029 4,207,971 96.1

３　予備費 2,936,000 0 2,936,000 0.0

合     計 155,075,000 145,460,845 9,614,155 93.8
 



   

（２）老人保健特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定

円 円 円 ％ ％

１　支払基金交付金 2,891,925,000 2,738,406,000 2,738,406,000 94.7 100.0

２　国庫支出金 1,769,760,000 1,716,308,163 1,716,308,163 97.0 100.0

３　県支出金 442,021,000 423,523,272 423,523,272 95.8 100.0

４　繰入金 456,259,000 456,259,000 456,259,000 100.0 100.0

５　繰越金 10,000,000 21,104,700 21,104,700 211.0 100.0

６　諸収入 1,506,000 7,644,600 7,644,600 507.6 100.0

　　　合　　　　　　計 5,571,471,000 5,363,245,735 5,363,245,735 96.3 100.0

収入割合
区　　　　　分 予算現額 調定額 収入済額

 
 
イ 歳出の決算状況 

 

区　　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

1 　総務費 15,627,000 14,473,889 1,153,111 92.6

２　医療諸費 5,545,543,000 5,276,936,666 268,606,334 95.2

３　諸支出金 9,227,000 8,946,386 280,614 97.0

４　予備費 1,074,000 0 1,074,000 0.0

合       計 5,571,471,000 5,300,356,941 271,114,059 95.1
 

 

 

（３）介護保険特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定
円 円 円 円 円 ％ ％

１　保険料 512,411,000 529,587,775 512,474,400 2,296,800 14,816,575 100.0 96.8

２　使用料及び
    手数料

80,000 327,200 113,900 23,150 190,150 142.4 34.8

３　国庫支出金 665,609,000 673,431,060 673,431,060 0 0 101.2 100.0

４　支払基金
    交付金

880,682,000 863,423,000 863,423,000 0 0 98.0 100.0

５　県支出金 421,359,000 424,473,712 424,473,712 0 0 100.7 100.0

６　財産収入 682,000 850,410 850,410 0 0 124.7 100.0

７　繰入金 512,838,000 498,643,000 498,643,000 0 0 97.2 100.0

８　繰越金 78,369,000 78,369,693 78,369,693 0 0 100.0 100.0

９  諸収入 307,000 4,676,989 4,676,989 0 0 1,523.4 100.0

合   計 3,072,337,000 3,073,782,839 3,056,456,164 2,319,950 15,006,725 99.5 99.4

収入未済額
収入割合

区   分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額

 
 

 



   

 イ 歳出の決算状況 

 

区　　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

１　総務費 157,638,000 150,598,617 7,039,383 95.5

２　保険給付費 2,832,351,000 2,781,856,472 50,494,528 98.2

３　地域支援事業費 45,073,000 38,530,914 6,542,086 85.5

４　基金積立金 5,209,000 5,209,000 0 100.0

５　諸支出金 31,044,000 30,600,990 443,010 98.6

６　予備費 1,022,000 0 1,022,000 0.0

合　　　計 3,072,337,000 3,006,795,993 65,541,007 97.9
 

 
（４） 介護サービス事業費 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定
円 円 円 円 円 ％ ％

1 　ｻｰﾋﾞｽ収入 699,000 630,500 630,500 0 0 90.2 100.0

２　繰入金 489,000 489,000 489,000 0 0 100.0 100.0

合       計 1,188,000 1,119,500 1,119,500 0 0 94.2 100.0

収入割合
区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額

 
 

イ 歳出の決算状況 

区　　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

1 　総務費 398,000 396,250 1,750 99.6

２　事業費 760,000 610,000 150,000 80.3

３　予備費 30,000 0 30,000 0.0

合       計 1,188,000 1,006,250 181,750 84.7
 

 

（５）公共下水道事業特別会計 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定
円 円 円 円 ％ ％

１　負担金 79,223,000 102,451,950 79,626,690 22,825,260 100.5 77.7

２　使用料及び
　　手数料

111,287,000 114,451,777 112,791,870 1,659,907 101.4 98.5

３　国庫支出金 258,650,000 258,650,000 230,270,000 28,380,000 89.0 89.0

４　県支出金 2,600,000 2,300,000 2,300,000 0 88.5 100.0

５　繰入金 373,290,000 373,290,000 373,290,000 0 100.0 100.0

６　繰越金 66,997,000 66,997,949 66,997,949 0 100.0 100.0

７　諸収入 9,476,000 9,474,030 9,474,030 0 100.0 100.0

８　市債 599,900,000 599,900,000 545,300,000 54,600,000 90.9 90.9

合   計 1,501,423,000 1,527,515,706 1,420,050,539 107,465,167 94.6 93.0

収   入
未済額

収入割合
区  分 予算現額 調定額 収入済額

 



   

イ 歳出の決算状況 

 

区     分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

円 円 円 円 ％

１　公共下水道
　　事業費

1,081,988,000 977,300,278 91,275,000 13,412,722 90.3

２　公債費 418,348,000 418,347,011 0 989 100.0

３　予備費 1,087,000 0 0 1,087,000 0.0

合     計 1,501,423,000 1,395,647,289 91,275,000 14,500,711 93.0
 

 

 

（６）大生郷特定公共下水道事業特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定
円 円 円 円 円 ％ ％

１　負担金 545,000 1,671,200 1,671,200 0 0 306.6 100.0

２　使用料及び
    手数料

80,403,000 71,292,167 70,920,050 372,117 0 88.2 99.5

３　国庫支出金 60,200,000 60,200,000 56,800,000 0 3,400,000 94.4 94.4

４　財産収入 1,945,000 461,005 461,005 0 0 23.7 100.0

５　繰入金 103,000,000 85,000,000 85,000,000 0 0 82.5 100.0

６　繰越金 19,015,000 19,015,273 19,015,273 0 0 100.0 100.0

７　諸収入 38,000 2,578,400 2,578,400 0 0 6,785.3 100.0

８　市債 105,400,000 105,400,000 99,400,000 0 6,000,000 94.3 94.3

合   計 370,546,000 345,618,045 335,845,928 372,117 9,400,000 90.6 97.2

収入未済額
収入割合

区   分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額

 
 
 イ 歳出の決算状況 

 

区　　　分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

円 円 円 円 ％

１　特定公共下水道
　　事業費

364,114,000 325,272,451 15,300,000 23,541,549 89.3

２  公債費 1,202,000 795,279 0 406,721 66.2

３　予備費 5,230,000 0 0 5,230,000 0.0

合　　　計 370,546,000 326,067,730 15,300,000 29,178,270 88.0
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

（７）農業集落排水事業特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定

円 円 円 円 ％ ％

１　使用料 75,305,000 83,188,242 78,701,440 4,486,802 104.5 94.6

２　繰入金 198,602,000 198,602,000 198,602,000 0 100.0 100.0

３　繰越金 5,438,000 5,438,857 5,438,857 0 100.0 100.0

４　諸収入 1,000 221,000 221,000 0 22,100.0 100.0

合　　計 279,346,000 287,450,099 282,963,297 4,486,802 101.3 98.4

収入未済額
収入割合

区　　分 予算現額 調定額 収入済額

  
 

イ 歳出の決算状況 

 

区　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

１　農業集落排水事業費 98,682,000 97,560,639 1,121,361 98.9

２　公債費 180,664,000 180,662,328 1,672 100.0

３　予備費 0 0 0 0.0

合　　計 279,346,000 278,222,967 1,123,033 99.6
 

 

 
（８）自動車学校事業特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

 

対予算 対調定
円 円 円 円 ％ ％

１　事業収入 82,259,000 79,228,660 79,228,660 0 96.3 100.0

２　財産収入 224,000 551,988 551,988 0 246.4 100.0

３　繰入金 20,329,000 20,329,000 20,329,000 0 100.0 100.0

４　繰越金 6,655,000 6,655,569 6,655,569 0 100.0 100.0

５　諸収入 45,608,000 38,703,740 38,703,740 0 84.9 100.0

合   計 155,075,000 145,468,957 145,468,957 0 93.8 100.0

収   入
未済額

収入割合
区  分 予算現額 調定額 収入済額

 
 

イ 歳出の決算状況 

 

区     分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

１　総務費 43,189,000 40,718,816 2,470,184 94.3

２　教務費 108,950,000 104,742,029 4,207,971 96.1

３　予備費 2,936,000 0 2,936,000 0.0

合     計 155,075,000 145,460,845 9,614,155 93.8
 


